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条 例

職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 六 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 五 号

職 員 定 数 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

職 員 定 数 条 例 （ 昭 和 二 十 六 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 一 号 中 「 六 〇 六 人 」 を 「 五 七 六 人 」 に 改 め 、 同 条 中 「 六 二 五 人 」 を 「 五 九 五 人 」 に 改 め る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 部 局 組 織 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 六 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 三 号

名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 部 局 組 織 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

名 古 屋 港 管 理 組 合 事 務 部 局 組 織 規 則 （ 平 成 八 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 八 条 第 二 十 三 号 中 「 所 属 船 舶 の 管 理 」 を 「 港 務 艇 の 運 航 管 理 」 に 改 め る 。

第 十 七 条 中 第 九 号 を 第 十 号 と し 、 第 四 号 か ら 第 八 号 ま で を 一 号 ず つ 繰 り 下 げ 、 第 三 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

四 所 属 船 舶 の 管 理 に 関 す る こ と （ 総 務 部 総 務 課 の 主 管 に 属 す る こ と を 除 く 。 ） 。

附 則

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 六 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 四 号

規 則
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非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

非 常 勤 の 職 員 の 公 務 災 害 補 償 等 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 四 十 三 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。

別 表 第 一 第 三 項 第 四 号 中 「 せ ん 孔 、 タ イ プ 、 電 話 交 換 、 電 信 等 の 」 を 「 電 子 計 算 機 へ の 入 力 を 反 復 し て 行 う 」 に 、 「 手 指 の

け い れ ん 、 手 指 、 前 腕 等 の け ん 、 け ん し よ う 若 し く は け ん 周 囲 の 炎 症 又 は 頸 肩 腕 症 候 群 」 を 「 後 頭 部 、 け い 部 、 肩 甲 帯 、 上

腕 、 前 腕 又 は 手 指 の 運 動 器 障 害 」 に 改 め 、 同 表 第 四 項 第 三 号 中 「 う る し 」 の 下 に 「 、 テ レ ビ ン 油 」 を 加 え 、 同 項 中 第 八 号 を

第 九 号 と し 、 第 七 号 を 第 八 号 と し 、 第 六 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

七 石 綿 に さ ら さ れ る 業 務 に 従 事 し た た め 生 じ た 良 性 石 綿 胸 水 又 は び ま ん 性 胸 膜 肥 厚

別 表 第 一 第 六 項 第 一 号 中 「 の 業 務 」 の 下 に 「 、 介 護 の 業 務 」 を 加 え 、 同 表 第 七 項 第 一 号 か ら 第 四 号 ま で の 規 定 中 「 尿 路 系

し ゆ よ う 」 を 「 尿 路 系 腫 瘍 」 に 改 め 、 同 項 中 第 十 二 号 を 第 十 五 号 と し 、 第 十 一 号 を 第 十 四 号 と し 、 同 項 第 十 号 中 「 骨 肉 し ゆ

又 は 甲 状 腺 が ん 」 を 「 骨 肉 腫 、 甲 状 腺 が ん 、 多 発 性 骨 髄 腫 又 は 非 ホ ジ キ ン リ ン パ 腫 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 十 三 号 と し 、 同

項 第 九 号 中 「 肝 血 管 肉 し ゆ 」 を 「 肝 血 管 肉 腫 又 は 肝 細 胞 が ん 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 十 号 と し 、 同 号 の 次 に 次 の 二 号 を 加 え

る 。
十 一 一 ・ 二 ― ジ ク ロ ロ プ ロ パ ン に さ ら さ れ る 業 務 に 従 事 し た た め 生 じ た 胆 管 が ん

十 二 ジ ク ロ ロ メ タ ン に さ ら さ れ る 業 務 に 従 事 し た た め 生 じ た 胆 管 が ん

別 表 第 一 第 七 項 中 第 八 号 を 第 九 号 と し 、 同 項 第 七 号 中 「 中 皮 し ゆ 」 を 「 中 皮 腫 」 に 改 め 、 同 号 を 同 項 第 八 号 と し 、 同 項 中

第 六 号 を 第 七 号 と し 、 第 五 号 の 次 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

六 ベ リ リ ウ ム に さ ら さ れ る 業 務 に 従 事 し た た め 生 じ た 肺 が ん

別 表 第 一 中 第 八 項 を 第 十 項 と し 、 第 七 項 の 次 に 次 の 二 項 を 加 え る 。

８ 相 当 の 期 間 に わ た つ て 継 続 的 に 行 う 長 時 間 の 業 務 そ の 他 血 管 病 変 等 を 著 し く 増 悪 さ せ る 業 務 に 従 事 し た た め 生 じ た 狭 心

症 、 心 筋 梗 塞 、 心 停 止 （ 心 臓 性 突 然 死 を 含 む 。 ） 、 心 室 細 動 等 の 重 症 の 不 整 脈 、 肺 塞 栓 症 、 大 動 脈 り ゆ う 破 裂 （ 解 離 性 大 動

脈 り ゆ う を 含 む 。 ） 、 く も 膜 下 出 血 、 脳 出 血 、 脳 血 栓 症 、 脳 塞 栓 症 、 ラ ク ナ 梗 塞 又 は 高 血 圧 性 脳 症 及 び こ れ ら に 付 随 す る 疾

病
９ 人 の 生 命 に 関 わ る 事 故 へ の 遭 遇 そ の 他 強 度 の 精 神 的 又 は 肉 体 的 負 荷 を 与 え る 事 象 を 伴 う 業 務 に 従 事 し た た め 生 じ た 精 神

及 び 行 動 の 障 害 並 び に こ れ に 付 随 す る 疾 病

附 則

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

名 古 屋 港 管 理 組 合 港 湾 整 備 事 業 の 財 務 に 関 す る 特 例 を 定 め る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 六 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 五 号

名 古 屋 港 管 理 組 合 港 湾 整 備 事 業 の 財 務 に 関 す る 特 例 を 定 め る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

名 古 屋 港 管 理 組 合 港 湾 整 備 事 業 の 財 務 に 関 す る 特 例 を 定 め る 規 則 （ 昭 和 三 十 九 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 三 号 ） の 一 部

を 次 の よ う に 改 正 す る 。

「 第 四 節 減 価 償 却 （ 第 六 十 四 条 ・ 第 六 十 五 条 ）

目 次 中 「 第 四 節 減 価 償 却 （ 第 六 十 四 条 ・ 第 六 十 五 条 ） 」 を 第 七 章 の 二 引 当 金 （ 第 六 十 五 条 の 二 ） に 、

第 七 章 の 三 報 告 セ グ メ ン ト （ 第 六 十 五 条 の 三 ） 」

「 第 七 十 条 」 を 「 第 六 十 九 条 の 二 」 に 改 め る 。

第 五 十 二 条 各 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

一 有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物 及 び 附 属 設 備

ハ 構 築 物 （ 土 地 に 定 着 す る 土 木 設 備 又 は 工 作 物 を い う 。 ）

ニ 機 械 及 び 装 置 並 び に そ の 他 の 附 属 設 備

ホ 船 舶

ヘ 自 動 車 そ の 他 の 陸 上 運 搬 具

ト 工 具 、 器 具 及 び 備 品 （ 耐 用 年 数 が 一 年 以 上 で 、 か つ 、 取 得 価 格 が 十 万 円 以 上 の も の に 限 る 。 ）

チ リ ー ス 資 産 （ 本 組 合 が フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に お け る リ ー ス 物 件 の 借 主 で あ る 資 産 で あ つ て 、 当 該 リ ー ス 物 件

が イ か ら ト ま で に 掲 げ る も の で あ る 場 合 に 限 る 。 ）

リ 建 設 仮 勘 定 （ ロ か ら ト ま で に 掲 げ る 資 産 で あ つ て 、 事 業 の 用 に 供 す る も の を 建 設 し た 場 合 に お け る 支 出 し た 金 額 及

び 当 該 建 設 の 目 的 の た め に 充 当 し た 材 料 を い う 。 ）

ヌ イ か ら リ ま で に 掲 げ る も の の ほ か 、 有 形 資 産 で あ つ て 有 形 固 定 資 産 に 属 す る 資 産 と す べ き も の

二 無 形 固 定 資 産

イ 水 利 権

ロ 借 地 権

ハ 地 上 権

ニ 施 設 利 用 権

ホ リ ー ス 資 産 （ 本 組 合 が フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に お け る リ ー ス 物 件 の 借 主 で あ る 資 産 で あ つ て 、 当 該 リ ー ス 物 件

が ロ か ら ニ ま で に 掲 げ る も の で あ る 場 合 に 限 る 。 ）

ヘ イ か ら ホ ま で に 掲 げ る も の の ほ か 、 無 形 資 産 で あ つ て 無 形 固 定 資 産 に 属 す る 資 産 と す べ き も の

三 投 資 そ の 他 の 資 産
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イ 投 資 有 価 証 券 （ 一 年 内 （ 当 該 事 業 年 度 の 末 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 一 年 以 内 の 日 を い う 。 ） に 満 期 の 到 来 す る 有 価 証 券

を 除 く 。 ）

ロ 出 資 金

ハ 長 期 貸 付 金

ニ 基 金

ホ 長 期 前 払 消 費 税

ヘ イ か ら ホ ま で に 掲 げ る も の の ほ か 、 固 定 資 産 で あ つ て 投 資 そ の 他 の 資 産 に 属 す る 資 産 と す べ き も の

ト 有 形 固 定 資 産 若 し く は 無 形 固 定 資 産 、 流 動 資 産 又 は 繰 延 資 産 に 属 し な い 資 産

第 五 十 三 条 中 「 の 各 号 」 を 削 り 、 同 条 第 二 号 中 「 ま た は 」 を 「 又 は 」 に 改 め 、 同 条 第 三 号 中 「 前 条 第 二 号 の 固 定 資 産 ま た

は 第 二 号 」 を 「 譲 与 、 贈 与 そ の 他 無 償 で 取 得 し た 固 定 資 産 又 は 前 二 号 」 に 、 「 適 正 な 見 積 価 額 」 を 「 公 正 な 評 価 額 」 に 改 め る 。

第 六 十 四 条 中 「 行 な う も の と す る 」 を 「 行 う も の と し 、 そ の 記 帳 方 法 は 、 有 形 固 定 資 産 に あ つ て は 間 接 法 に よ り 、 無 形 固

定 資 産 に あ つ て は 直 接 法 に よ る も の と す る 」 に 改 め る 。

第 六 十 五 条 中 「 残 存 価 額 」 を 「 、 当 該 資 産 の 帳 簿 価 額 が 帳 簿 原 価 の 百 分 の 五 に 相 当 す る 金 額 」 に 、 「 第 八 条 第 三 項 」 を 「 第

十 五 条 第 三 項 」 に 、 「 行 な お う 」 を 「 行 お う 」 に 改 め る 。

第 七 章 の 次 に 次 の 二 章 を 加 え る 。

第 七 章 の 二 引 当 金

（ 退 職 給 付 引 当 金 の 計 上 方 法 ）

第 六 十 五 条 の 二 退 職 給 付 引 当 金 の 計 上 は 、 簡 便 法 （ 当 該 事 業 年 度 の 末 日 に お い て 全 職 員 （ 同 日 に お け る 退 職 者 を 除 く 。 ） が

自 己 の 都 合 に よ り 退 職 す る も の と 仮 定 し た 場 合 に 支 給 す べ き 退 職 手 当 の 総 額 を 、 施 設 運 営 事 業 又 は 埋 立 事 業 の 業 務 に 従 事

す る 職 員 の 人 数 に 応 じ て 配 分 す る 方 法 を い う 。 ） に よ る も の と す る 。

第 七 章 の 三 報 告 セ グ メ ン ト

（ 報 告 セ グ メ ン ト の 区 分 等 ）

第 六 十 五 条 の 三 報 告 セ グ メ ン ト は 、 施 設 運 営 事 業 の 上 屋 、 貯 木 場 及 び 荷 役 機 械 の 各 施 設 に 区 分 す る も の と す る 。

２ 前 項 の 規 定 に よ り 区 分 し た 各 報 告 セ グ メ ン ト に 共 通 す る 経 費 等 が あ る と き は 、 当 該 経 費 等 を 合 理 的 な 基 準 に よ り 各 報 告

セ グ メ ン ト に 配 分 す る も の と す る 。

第 六 十 七 条 中 「 す み や か に 」 を 「 速 や か に 」 に 改 め 、 「 の 各 号 」 を 削 り 、 「 行 な わ な け れ ば 」 を 「 行 わ な け れ ば 」 に 改 め 、

第 三 号 及 び 第 四 号 を 削 り 、 第 五 号 を 第 六 号 と し 、 第 二 号 の 次 に 次 の 三 号 を 加 え る 。

三 繰 延 収 益 の 償 却

四 資 産 の 評 価

五 引 当 金 の 計 上

第 六 十 九 条 第 一 項 中 「 の 各 号 」 を 削 り 、 「 作 成 し て 」 を 「 作 成 し 、 証 書 類 を 添 え て 」 に 改 め 、 同 項 に 後 段 と し て 次 の よ う に

加 え る 。
こ の 場 合 に お い て 、 第 七 号 に 掲 げ る 書 類 の 作 成 は 、 間 接 法 に よ る も の と す る 。

第 六 十 九 条 第 一 項 第 四 号 中 「 ま た は 」 を 「 又 は 」 に 改 め 、 同 項 第 五 号 中 「 ま た は 欠 損 金 処 理 計 画 書 」 を 「 又 は 欠 損 金 処 理

計 算 書 」 に 改 め 、 同 項 に 次 の 六 号 を 加 え る 。

六 事 業 報 告 書

七 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

八 収 益 費 用 明 細 書

九 固 定 資 産 明 細 書

十 企 業 債 明 細 書

十 一 継 続 費 精 算 報 告 書

第 六 十 九 条 第 二 項 を 削 る 。

第 九 章 中 第 七 十 条 の 前 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

（ 予 算 に 関 す る 説 明 書 ）

第 六 十 九 条 の 二 予 算 に 関 す る 説 明 書 の う ち 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 の 作 成 は 、 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 と 同 じ 方

法 に よ る も の と す る 。

別 表 を 次 の よ う に 改 め る 。

別表（第１３条関係）
施設運営事業会計勘定科目表

収益

節目項款

施設運営事業収益
営業収益

上屋収益
上屋収益
電気施設収益
上屋附属詰所収益
その他上屋収益

貯木場収益
貯木場収益
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その他貯木場収益
荷役機械収益

荷役機械収益
その他荷役機械収益

その他営業収益
その他営業収益

営業外収益
受取利息及び配当金

預金利息
基金利息
貸付金利息
有価証券利息
配当金

他会計補助金
他会計補助金

補助金
補助金

長期前受金戻入
長期前受金戻入

雑収益
有価証券売却収益
不用品売却収益
その他雑収益

特別利益
固定資産売却益

固定資産売却益
過年度損益修正益

過年度損益修正益
その他特別利益

その他特別利益

費用

節目項款

施設運営事業費用
営業費用

上屋運営費
給料
手当等
賞与等引当金繰入額
賃金
法定福利費
備消耗品費
材料費
厚生福利費
旅費
被服費
光熱水費
燃料費
食糧費
印刷製本費
修繕費
修繕引当金繰入額
特別修繕引当金繰入額
保険料
賃借料
通信運搬費
手数料
委託料
負担金
公課費
貸倒引当金繰入額
その他引当金繰入額
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雑費
貯木場運営費

給料
手当等
賞与等引当金繰入額
賃金
法定福利費
備消耗品費
材料費
厚生福利費
旅費
被服費
光熱水費
燃料費
食糧費
印刷製本費
修繕費
修繕引当金繰入額
特別修繕引当金繰入額
保険料
賃借料
通信運搬費
手数料
委託料
負担金
公課費
貸倒引当金繰入額
その他引当金繰入額
雑費

荷役機械運営費
給料
手当等
賞与等引当金繰入額
賃金
法定福利費
備消耗品費
材料費
厚生福利費
旅費
被服費
光熱水費
燃料費
食糧費
印刷製本費
修繕費
修繕引当金繰入額
特別修繕引当金繰入額
保険料
賃借料
通信運搬費
手数料
委託料
負担金
公課費
貸倒引当金繰入額
その他引当金繰入額
雑費

一般管理費
給料
手当等
賞与等引当金繰入額
賃金
法定福利費
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備消耗品費
材料費
厚生福利費
旅費
被服費
光熱水費
燃料費
食糧費
印刷製本費
修繕費
修繕引当金繰入額
特別修繕引当金繰入額
保険料
賃借料
通信運搬費
手数料
委託料
負担金
公課費
貸倒引当金繰入額
その他引当金繰入額
雑費

維持補修費
上屋修繕費
貯木場修繕費
荷役機械修繕費
その他修繕費
事務費
修繕引当金繰入額
特別修繕引当金繰入額

一般会計負担金
一般会計負担金
退職給付引当金繰入額

減価償却費
有形固定資産減価償却費
無形固定資産減価償却費

資産減耗費
固定資産除却費
たな卸資産減耗費

その他営業費用
その他営業費用

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費

企業債利息
長期借入金利息
一時借入金利息
企業債手数料及び取扱諸費

雑支出
不用品売却原価
その他雑支出

特別損失
固定資産売却損

固定資産売却損
減損損失

減損損失
災害による損失

災害による損失
過年度損益修正損

過年度損益修正損
その他特別損失

その他特別損失
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資産

節目項款

固定資産
有形固定資産

土地
事務所用地
施設用地

建物
事務所用建物
上屋用建物
貯木場用建物
荷役機械用建物
その他建物

建物減価償却累計額
事務所用建物減価償却累計額
上屋用建物減価償却累計額
貯木場用建物減価償却累計額
荷役機械用建物減価償却累計額
その他建物減価償却累計額

構築物
貯木設備
その他構築物

構築物減価償却累計額
貯木設備減価償却累計額
その他構築物減価償却累計額

機械及び装置
固定荷役機械
走行荷役機械
その他機械装置

機械及び装置減価償却累計額
固定荷役機械減価償却累計額
走行荷役機械減価償却累計額
その他機械装置減価償却累計額

車両運搬具
自動車荷役機械
自動車
その他陸上運搬具

車両運搬具減価償却累計額
自動車荷役機械減価償却累計額
自動車減価償却累計額
その他陸上運搬具減価償却累計額

船舶
水上荷役機械船舶
その他船舶

船舶減価償却累計額
水上荷役機械船舶減価償却累計額
その他船舶減価償却累計額

工具、器具及び備品
工具、器具及び備品

工具、器具及び備品減価償却
累計額

工具、器具及び備品減価償却累計額
リース資産

リース資産
リース資産減価償却累計額

リース資産減価償却累計額
建設仮勘定

建設仮勘定
その他有形固定資産

その他有形固定資産
その他有形固定資産減価償却
累計額
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その他有形固定資産減価償却累計額
無形固定資産

借地権
借地権

地上権
地上権

専用側線利用権
専用側線利用権

水道施設利用権
水道施設利用権

電話施設利用権
電話施設利用権

電話加入権
電話加入権

リース資産
リース資産

その他無形固定資産
その他無形固定資産

投資その他の資産
投資有価証券

投資有価証券
出資金

出資金
長期貸付金

一般貸付金
他会計貸付金

長期貸付金貸倒引当金
長期貸付金貸倒引当金

基金
基金

長期前払消費税
長期前払消費税

その他投資
その他投資

減価償却累計額
減価償却累計額

流動資産
現金・預金

現金
現金

預金
預金

未収金
未収金

未収金
未収金貸倒引当金

未収金貸倒引当金
未収金貸倒引当金

有価証券
有価証券

有価証券
受取手形

受取手形
受取手形

受取手形貸倒引当金
受取手形貸倒引当金

受取手形貸倒引当金
貯蔵品

貯蔵品
貯蔵品

短期貸付金
短期貸付金

一般貸付金
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他会計貸付金
短期貸付金貸倒引当金

短期貸付金貸倒引当金
短期貸付金貸倒引当金

前払費用
前払費用

未経過保険料
その他前払費用

前払金
前払金

前払金
未収収益

未収収益
未収収益

未収収益貸倒引当金
未収収益貸倒引当金

未収収益貸倒引当金
その他流動資産

仮払金
前渡金
概算払
その他仮払金

保管有価証券
保管有価証券

その他流動資産
仮払消費税
その他流動資産

負債

節目項款

固定負債
企業債

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

建設改良費等の財源に充てるための
企業債

その他の企業債
その他の企業債

他会計借入金
建設改良費等の財源に充てる
ための長期借入金

建設改良費等の財源に充てるための
長期借入金

その他の長期借入金
その他の長期借入金

リース債務
リース債務

リース債務
引当金

退職給付引当金
退職給付引当金

特別修繕引当金
特別修繕引当金

その他引当金
その他引当金

その他固定負債
その他固定負債

その他固定負債
流動負債

一時借入金
一時借入金

一時借入金



10 名古屋港管理組合公報 第５３４号 平成２６年４月１日

起債前借勘定
企業債

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

建設改良費等の財源に充てるための
企業債

その他の企業債
その他の企業債

他会計借入金
建設改良費等の財源に充てる
ための長期借入金

建設改良費等の財源に充てるための
長期借入金

その他の長期借入金
その他の長期借入金

リース債務
リース債務

リース債務
未払金

未払金
未払金

未払費用
未払費用

未払費用
前受金

前受金
営業前受金
その他前受金

前受収益
前受収益

前受収益
引当金

退職給付引当金
退職給付引当金

賞与等引当金
賞与等引当金

修繕引当金
修繕引当金

特別修繕引当金
特別修繕引当金

その他引当金
その他引当金

その他流動負債
預り金

預り保証金
預り諸税
その他預り金

預り有価証券
預り有価証券

その他流動負債
仮受消費税
その他流動負債

繰延収益
長期前受金

長期前受金
長期前受金

長期前受金収益化累計
額

長期前受金収益化累計額
長期前受金収益化累計額
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資本

節目項款

資本金
資本金

固有資本金
固有資本金

組入資本金
組入資本金

繰入資本金
繰入資本金

剰余金
資本剰余金

再評価積立金
再評価積立金

受贈財産評価額
受贈財産評価額

寄附金
寄附金

補助金
補助金

工事負担金
工事負担金

保険差益
保険差益

その他資本剰余金
その他資本剰余金

利益剰余金
減債積立金

減債積立金
利益積立金

利益積立金
建設改良積立金

建設改良積立金
その他積立金

その他積立金
当年度未処分利益剰余金

繰越利益剰余金年度末残高
当年度純利益

欠損金
当年度未処理欠損金

繰越欠損金年度末残高
当年度純損失

埋立事業会計勘定科目表

収益

節目項款

埋立事業収益
営業収益

土地売却収益
南部地区土地売却収益
西部地区土地売却収益
南５区土地売却収益

受託工事収益
他会計受託工事収益
その他受託工事収益

その他営業収益
その他営業収益

営業外収益
受取利息及び配当金

預金利息
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基金利息
貸付金利息
有価証券利息
配当金

他会計補助金
他会計補助金

補助金
補助金

長期前受金戻入
長期前受金戻入

雑収益
埋立地貸付料
貯木場施設貸付料
有価証券売却収益
不用品売却収益
その他雑収益

特別利益
固定資産売却益

固定資産売却益
過年度損益修正益

過年度損益修正益
その他特別利益

その他特別利益

費用

節目項款

埋立事業費用
営業費用

土地売却原価
南部地区土地売却原価
西部地区土地売却原価
南５区土地売却原価

受託工事費
他会計受託工事費
その他受託工事費

一般管理費
給料
手当等
賞与等引当金繰入額
賃金
法定福利費
備消耗品費
厚生福利費
旅費
被服費
光熱水費
燃料費
食糧費
印刷製本費
修繕費
修繕引当金繰入額
特別修繕引当金繰入額
保険料
賃借料
通信運搬費
委託料
手数料
負担金
公課費
貸倒引当金繰入額
その他引当金繰入額
雑費
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維持補修費
南部地区維持補修費
西部地区維持補修費
南５区維持補修費
修繕引当金繰入額
特別修繕引当金繰入額

一般会計負担金
一般会計負担金
退職給付引当金繰入額

減価償却費
有形固定資産減価償却費
無形固定資産減価償却費

資産減耗費
固定資産除却費
たな卸資産減耗費

その他営業費用
その他営業費用

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費

企業債利息
長期借入金利息
一時借入金利息
企業債手数料及び取扱諸費

雑支出
不用品売却原価
その他雑支出

特別損失
固定資産売却損

固定資産売却損
減損損失

減損損失
災害による損失

災害による損失
過年度損益修正損

過年度損益修正損
その他特別損失

その他特別損失

資産

節目項款

固定資産
有形固定資産

土地
土地

建物
建物

建物減価償却累計額
建物減価償却累計額

構築物
構築物

構築物減価償却累計額
構築物減価償却累計額

機械及び装置
機械及び装置

機械及び装置減価償却累計額
機械及び装置減価償却累計額

車両運搬具
車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額
車両運搬具減価償却累計額

船舶
船舶
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船舶減価償却累計額
船舶減価償却累計額

工具、器具及び備品
工具、器具及び備品

工具、器具及び備品減価償却
累計額

工具、器具及び備品減価償却累計額
リース資産

リース資産
リース資産減価償却累計額

リース資産減価償却累計額
その他有形固定資産

その他有形固定資産
その他有形固定資産減価償却
累計額

その他有形固定資産減価償却累計額
無形固定資産

水利権
水利権

借地権
借地権

地上権
地上権

電話加入権
電話加入権

リース資産
リース資産

その他無形固定資産
その他無形固定資産

投資その他の資産
投資有価証券

投資有価証券
出資金

出資金
長期貸付金

一般貸付金
他会計貸付金

長期貸付金貸倒引当金
長期貸付金貸倒引当金

基金
基金

長期前払消費税
長期前払消費税

その他投資
その他投資

減価償却累計額
減価償却累計額

土地造成
完成土地

南部地区土地
南部地区土地

西部地区土地
西部地区土地

南５区土地
南５区土地

未成土地
南部地区事業費

補償費
用地費
埋立費
直接経費

西部地区事業費
補償費
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用地費
埋立費
直接経費

南５区事業費
補償費
用地費
埋立費
直接経費

総係費
一般管理費
調査費
漁業者転換対策費
一般会計負担金
見舞金

建設利息
企業債利息
特別交付公債利息
一時借入金利息
手数料及び諸費

仮設備
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
船舶
工具、器具及び備品
リース資産
その他仮設備

仮設備費用
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
船舶
工具、器具及び備品
リース資産
その他仮設備

雑支出
雑費

雑収入
受取利息
雑入

流動資産
現金・預金

現金
現金

預金
預金

未収金
未収金

未収金
未収金貸倒引当金

未収金貸倒引当金
未収金貸倒引当金

有価証券
有価証券

有価証券
受取手形

受取手形
受取手形

受取手形貸倒引当金
受取手形貸倒引当金

受取手形貸倒引当金
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貯蔵品
貯蔵品

貯蔵品
短期貸付金

短期貸付金
一般貸付金
他会計貸付金

短期貸付金貸倒引当金
短期貸付金貸倒引当金

短期貸付金貸倒引当金
前払費用

前払費用
未経過保険料
その他前払費用

前払金
前払金

前払金
未収収益

未収収益
未収収益

未収収益貸倒引当金
未収収益貸倒引当金

未収収益貸倒引当金
その他流動資産

保管有価証券
保管有価証券

その他流動資産
仮払消費税
その他流動資産

負債

節目項款

固定負債
企業債

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

建設改良費等の財源に充てるための
企業債

その他の企業債
その他の企業債

他会計借入金
建設改良費等の財源に充てる
ための長期借入金

建設改良費等の財源に充てるための
長期借入金

その他の長期借入金
その他の長期借入金

リース債務
リース債務

リース債務
前受金

前受金
営業前受金
その他前受金

引当金
退職給付引当金

退職給付引当金
特別修繕引当金

特別修繕引当金
その他引当金

その他引当金
その他固定負債
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その他固定負債
その他固定負債

流動負債
一時借入金

一時借入金
一時借入金
起債前借勘定

企業債
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

建設改良費等の財源に充てるための
企業債

その他の企業債
その他の企業債

他会計借入金
建設改良費等の財源に充てる
ための長期借入金

建設改良費等の財源に充てるための
長期借入金

その他の長期借入金
その他の長期借入金

リース債務
リース債務

リース債務
未払金

未払金
未払金

未払費用
未払費用

未払費用
前受金

前受金
営業前受金
その他前受金

前受収益
前受収益

前受収益
引当金

退職給付引当金
退職給付引当金

賞与等引当金
賞与等引当金

修繕引当金
修繕引当金

特別修繕引当金
特別修繕引当金

その他引当金
その他引当金

その他流動負債
預り金

預り保証金
預り諸税
その他預り金

預り有価証券
預り有価証券

その他流動負債
仮受消費税
その他流動負債

繰延収益
長期前受金

長期前受金
長期前受金
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長期前受金収益化累計
額

長期前受金収益化累計額
長期前受金収益化累計額

資本

節目項款

資本金
資本金

固有資本金
固有資本金

組入資本金
組入資本金

繰入資本金
繰入資本金

剰余金
資本剰余金

再評価積立金
再評価積立金

受贈財産評価額
受贈財産評価額

寄附金
寄附金

補助金
補助金

その他資本剰余金
その他資本剰余金

利益剰余金
減債積立金

減債積立金
利益積立金

利益積立金
建設改良積立金

建設改良積立金
その他積立金

その他積立金
当年度未処分利益剰余金

繰越利益剰余金年度末残高
当年度純利益

欠損金
当年度未処理欠損金

繰越欠損金年度末残高
当年度純損失

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

２ こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 名 古 屋 港 管 理 組 合 港 湾 整 備 事 業 の 財 務 に 関 す る 特 例 を 定 め る 規 則 の 規 定 は 、 平 成 二 十 六 年 度 の

事 業 年 度 か ら 適 用 し 、 平 成 二 十 五 年 度 以 前 の 事 業 年 度 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。
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名古屋港管理組合告示第７号
平成２６年３月定例名古屋港管理組合議会で認定された平成２４年度名古屋港管理組合一般会計歳入歳出決算の要領は、次の

とおりである。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

平成２４年度名古屋港管理組合一般会計歳入歳出決算
歳 入

第１款 分担金及び負担金 １０，７３７，１７７，２５２円
第１項 負担金 １０，７３７，１７７，２５２円

第２款 使用料及び手数料 ６，４２４，２８１，６９０円
第１項 使用料 ６，４２４，２４４，７９０円
第２項 手数料 ３６，９００円

第３款 国庫支出金 １，３７６，５１０，２５５円
第１項 国庫負担金 １，３７６，５１０，２５５円

第４款 財産収入 ５，７２６，６５３，６９０円
第１項 財産運用収入 ５，６７０，３７０，５１０円
第２項 財産売払収入 ５６，２８３，１８０円
第５款 寄附金 １２５，７６４，３４３円
第１項 寄附金 １２５，７６４，３４３円

第６款 繰入金 ３３６，３７９，２３０円
第１項 他会計繰入金 ３３６，３７９，２３０円

第７款 繰越金 １，４３９，８６８，８１１円
第１項 繰越金 １，４３９，８６８，８１１円

第８款 諸収入 ３，２５６，２３６，９３６円
第１項 延滞金、加算金及び過料 ３，６４７，２８６円
第２項 預金利子 ２，９２０，４３６円
第３項 受託事業収入 ７２８，４５０，５４０円
第４項 貸付金元利収入 １，９９２，６３２，６４３円
第５項 特定施設整備収入 ５３，５６５，８７６円
第６項 雑入 ４７５，０２０，１５５円

第９款 組合債 ２，９０１，２００，０００円
第１項 組合債 ２，９０１，２００，０００円

歳 入 合 計 ３２，３２４，０７２，２０７円
歳 出

第１款 議会費 １４２，２２９，１９５円
第１項 議会費 １４２，２２９，１９５円

第２款 総務費 ２，３２６，３６７，６６１円
第１項 総務管理費 ２，２６３，０８３，６３４円
第２項 監査委員費 ６３，２８４，０２７円
第３款 企画調整費 ９４１，６０９，３７８円
第１項 企画調整管理費 ８６３，５７２，４４７円
第２項 調査費 ７８，０３６，９３１円

第４款 港営費 ３，０１１，０７９，７２２円
第１項 港営管理費 １，３０９，０８０，４７７円
第２項 運営費 １，７０１，９９９，２４５円

第５款 建設費 ８，８６４，２８５，３００円
第１項 建設管理費 １，３９３，５５４，４４７円
第２項 整備費 ７，４７０，７３０，８５３円

第６款 公債費 １５，５４８，０３６，００４円
第１項 公債費 １５，５４８，０３６，００４円

第７款 予備費 ０円
第１項 予備費 ０円

歳 出 合 計 ３０，８３３，６０７，２６０円

名古屋港管理組合告示第８号
平成２６年３月定例名古屋港管理組合議会で認定された平成２４年度名古屋港管理組合基金特別会計歳入歳出決算の要領は、

次のとおりである。
平成２６年４月１日

告 示
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名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

平成２４年度名古屋港管理組合基金特別会計歳入歳出決算
歳 入

第１款 水族館振興基金収入 ２８７，８１２，２２３円
第１項 財産収入 １，１１４，６０２円
第２項 寄附金 １６，２４０，４７７円
第３項 繰越金 ０円
第４項 積戻金 １９１，９６２，６１４円
第５項 繰入金 ７８，４９４，５３０円

第２款 海事文化振興基金収入 ２７，３１２，６０６円
第１項 財産収入 ８６，２８８円
第２項 寄附金 ０円
第３項 繰越金 ０円
第４項 積戻金 ４，０００，０００円
第５項 繰入金 ２３，２２６，３１８円
第３款 環境振興基金収入 １４３，９３１，８８８円
第１項 財産収入 １３６，９１８円
第２項 寄附金 １８８，４００円
第３項 繰越金 ５０，０００円
第４項 積戻金 １４０，４１６，６１６円
第５項 繰入金 ３，１３９，９５４円

歳 入 合 計 ４５９，０５６，７１７円
歳 出

第１款 水族館振興基金 ２８７，８１２，２２３円
第１項 積立金 ９５，８４９，６０９円
第２項 繰出金 １９１，９６２，６１４円

第２款 海事文化振興基金 ２７，３１２，６０６円
第１項 積立金 ２３，３１２，６０６円
第２項 繰出金 ４，０００，０００円

第３款 環境振興基金 １４３，９３１，８８８円
第１項 積立金 ３，５１５，２７２円
第２項 繰出金 １４０，４１６，６１６円

歳 出 合 計 ４５９，０５６，７１７円

名古屋港管理組合告示第９号
平成２６年３月定例名古屋港管理組合議会の議決を経た平成２６年度名古屋港管理組合予算の要領は、次のとおりである。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

平成２６年度名古屋港管理組合一般会計予算
平成２６年度名古屋港管理組合一般会計の予算は、次に定めるところによる。
（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３１，３４０，０００千円と定める。
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。
（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限
度額は、「第２表 債務負担行為」による。
（組合債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる組合債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償
還の方法は、「第３表 組合債」による。
（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４，０００，０００千円と定める。
（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の
とおりと定める。
各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同

一款内でのこれらの経費の各項の間の流用
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第１表 歳入歳出予算
歳 入

金 額項款
千円

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 １０，１３３，８８４

１０，１３３，８８４１ 負 担 金

６，０９９，６３９２ 使 用 料 及 び 手 数 料

６，０９９，６２９１ 使 用 料

１０２ 手 数 料

１，４９０，７４６３ 国 庫 支 出 金

１，４９０，７４６１ 国 庫 負 担 金

６，０１５，６５１４ 財 産 収 入

６，００６，２２６１ 財 産 運 用 収 入

９，４２５２ 財 産 売 払 収 入

１，０１０５ 寄 附 金

１，０１０１ 寄 附 金

５４４，９８４６ 繰 入 金

５４４，９８４１ 他 会 計 繰 入 金

２００，０００７ 繰 越 金

２００，０００１ 繰 越 金

３，０２０，５８６８ 諸 収 入

６１０１ 延滞金、加算金及び過料

１，７５０２ 預 金 利 子

４８２，５００３ 受 託 事 業 収 入

１，９５０，６３０４ 貸 付 金 元 利 収 入

１２２，４５７５ 特 定 施 設 整 備 収 入

４６２，６３９６ 雑 入

３，８３３，５００９ 組 合 債

３，８３３，５００１ 組 合 債

３１，３４０，０００歳 入 合 計
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歳 出

第２表 債務負担行為

金 額項款
千円

１ 議 会 費 １５７，６６７

１５７，６６７１ 議 会 費

２，１１９，４９９２ 総 務 費

２，０５４，６１７１ 総 務 管 理 費

６４，８８２２ 監 査 委 員 費

１，０７９，６００３ 企 画 調 整 費

９４４，４１２１ 企 画 調 整 管 理 費

１３５，１８８２ 調 査 費

３，１５９，３４７４ 港 営 費

１，４３５，０１２１ 港 営 管 理 費

１，７２４，３３５２ 運 営 費

１１，３４０，８８７５ 建 設 費

１，５４８，８２３１ 建 設 管 理 費

９，７９２，０６４２ 整 備 費

１３，４５３，０００６ 公 債 費

１３，４５３，０００１ 公 債 費

３０，０００７ 予 備 費

３０，０００１ 予 備 費

３１，３４０，０００歳 出 合 計

限 度 額期 間事 項
千円

平成２７年度～平成２８年度生 物 入 手 費 １９７，４８６

１９０，０００平 成 ２７ 年 度鍋 田 ふ 頭 道 路 整 備 費

１６，０００平 成 ２７ 年 度中 川 口 通 船 門 補 修 費

２０１，０００平 成 ２７ 年 度中 川 口 ポ ン プ 所 補 修 費

３０，０００平 成 ２７ 年 度堀 川 口 防 潮 水 門 補 修 費
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第３表 組合債

平成２６年度名古屋港管理組合基金特別会計予算
平成２６年度名古屋港管理組合基金特別会計の予算は、次に定めるところによる。
（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６０２，０００千円と定める。
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

第１表 歳入歳出予算
歳 入

償 還 の 方 法利 率起債の方法限 度 額起 債 の 目 的

政府資金については融資条件により、銀行
その他の場合には起債年度から据置期間を
含めて３０年度間以内に元利均等、元金均等
若しくは元金不均等の方法で毎年度１期若
しくは２期に分けて償還し、又は満期日に
元金を一括して償還する。ただし、組合財
政その他の都合により据置期間及び償還期
間を短縮し、若しくは繰上償還し、又は借
り換えることができる。

８．５％以内
普 通 貸 借
又 は
債 券 発 行

千円

公 共 事 業 ３，７９４，０００

３９，５００コンテナ埠頭
整 備 事 業

３，８３３，５００計

金 額項款
千円

１ 水 族 館 振 興 基 金 収 入 ３９９，５００

９７６１ 財 産 収 入

１０２ 寄 附 金

１０３ 繰 越 金

３６１，５０４４ 積 戻 金

３７，０００５ 繰 入 金

１７６，３００２ 海 事 文 化 振 興 基 金 収 入

１８０１ 財 産 収 入

１０２ 寄 附 金

１０３ 繰 越 金

１５８，０００４ 積 戻 金

１８，１００５ 繰 入 金

２６，２００３ 環 境 振 興 基 金 収 入

６８０１ 財 産 収 入

２０２ 寄 附 金

２０３ 繰 越 金

２５，４８０４ 積 戻 金
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歳 出

平成２６年度名古屋港管理組合施設運営事業会計予算
（総 則）

第１条 平成２６年度名古屋港管理組合施設運営事業会計の予算は、次に定めるところによる。
（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（収益的収入及び支出）
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入
第１款 施 設 運 営 事 業 収 益 ２，６７２，０００千円
第１項 営 業 収 益 ２，５３０，７０４千円
第２項 営 業 外 収 益 １４１，２７６千円
第３項 特 別 利 益 ２０千円

支 出
第１款 施 設 運 営 事 業 費 用 ３，０５８，０００千円
第１項 営 業 費 用 ２，５５８，８７５千円
第２項 営 業 外 費 用 ８３，０３０千円

金 額項款
千円

１ 水 族 館 振 興 基 金 ３９９，５００

３７，９９６１ 積 立 金

３６１，５０４２ 繰 出 金

１７６，３００２ 海 事 文 化 振 興 基 金

１８，３００１ 積 立 金

１５８，０００２ 繰 出 金

２６，２００３ 環 境 振 興 基 金

７２０１ 積 立 金

２５，４８０２ 繰 出 金

６０２，０００歳 出 合 計

６０２，０００歳 入 合 計

備 考事 項施 設区 分
平方メートル

一般使用許可面積
上 屋 ４１棟

事 業 量 ９１，０９３

平方メートル

専用使用許可面積 ３９，１８６

平方メートル

一般使用許可面積
貯 木 場 ８か所

５０３，４５０

平方メートル

専用使用許可面積 ９９５，４３０

時間

使 用 時 間荷 役 機 械 ９基 １１，１０２

千円
施設維持補修工事及び
上 屋 等 整 備 工 事

施設の維持補修及び
施設の増補・改良工事 ６１８，３００
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第３項 特 別 損 失 ４０６，０９５千円
第４項 予 備 費 １０，０００千円

（資本的収入及び支出）
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３５５，９７０千円
は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３，０００千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１７，０００
千円及び過年度分損益勘定留保資金３３５，９７０千円で補てんするものとする。）。

収 入
第１款 資 本 的 収 入 ３０千円
第１項 固 定 資 産 売 却 代 金 １０千円
第２項 寄 附 金 １０千円
第３項 そ の 他 資 本 的 収 入 １０千円

支 出
第１款 資 本 的 支 出 ３５６，０００千円
第１項 建 設 改 良 費 ３５５，２００千円
第２項 固 定 資 産 購 入 費 ８００千円

（債務負担行為）
第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額
上 屋 整 備 費 平成２７年度 １３２，０００千円

（一時借入金）
第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費
の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費 ４６２，０１７千円
（たな卸資産購入限度額）

第８条 たな卸資産の購入限度額は、２０，０００千円と定める。

平成２６年度名古屋港管理組合埋立事業会計予算
（総 則）

第１条 平成２６年度名古屋港管理組合埋立事業会計の予算は、次に定めるところによる。
（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。
用地整備 排水管６３４メートル

（収益的収入及び支出）
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入
第１款 埋 立 事 業 収 益 ２５８，０００千円
第１項 営 業 外 収 益 ２５７，９７０千円
第２項 特 別 利 益 ３０千円

支 出
第１款 埋 立 事 業 費 用 ７２８，０００千円
第１項 営 業 費 用 ４０５，７２１千円
第２項 営 業 外 費 用 ２４，４３０千円
第３項 特 別 損 失 ２８７，８４９千円
第４項 予 備 費 １０，０００千円

（資本的収入及び支出）
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１３５，０００千円
は、繰越工事資金で補てんするものとする。）。

収 入
第１款 資 本 的 収 入 １，０３７，０００千円
第１項 雑 収 入 ４６７，０８０千円
第２項 貸 付 金 返 還 金 ７０，６１５千円
第３項 投 資 有 価 証 券 償 還 金 収 入 ４９９，３０５千円

支 出
第１款 資 本 的 支 出 １，１７２，０００千円
第１項 南 部 地 区 埋 立 事 業 費 １８，９００千円
第２項 西 部 地 区 埋 立 事 業 費 ８６０，０００千円
第３項 南 ５ 区 埋 立 事 業 費 ６１，６００千円
第４項 総 係 費 １９７，１２８千円
第５項 雑 支 出 ３４，３７２千円

（一時借入金）
第５条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

各項に計上した給料、手当及び法定福利費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各
項の間の流用
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費
の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費 ２９５，２６２千円

名古屋港管理組合告示第１０号
平成２６年３月定例名古屋港管理組合議会の議決を経た平成２５年度名古屋港管理組合補正予算の要領は、次のとおりである。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

平成２５年度名古屋港管理組合一般会計補正予算
平成２５年度名古屋港管理組合一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。
（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６４０，０００千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３３，４８０，０００
千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出
予算補正」による。
（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の補正は、「第２表 繰越明許費補正」による。
（組合債の補正）

第３条 組合債の補正は、「第３表 組合債補正」による。

第１表 歳入歳出予算補正
（△印は、減額を示す。）

歳 入

計補 正 額補 正 前 の 額項款
千円千円千円

１０，７１０，９２３△４００，７６０１１，１１１，６８３１ 分担金及び負担金

１０，７１０，９２３△４００，７６０１１，１１１，６８３１ 負 担 金

６，４５７，０２２５４，２５２６，４０２，７７０２ 使用料及び手数料

６，４５７，０１２５４，２５２６，４０２，７６０１ 使 用 料

１，３７５，９１２△１６９，０００１，５４４，９１２３ 国 庫 支 出 金

１，３７５，９１２△１６９，０００１，５４４，９１２１ 国 庫 負 担 金

６，０１２，０２９３２，０００５，９８０，０２９４ 財 産 収 入

３２，０２０３２，０００２０２ 財 産 売 払 収 入

３，５２０，８２５８，５０８３，５１２，３１７８ 諸 収 入

７０，２４１８，５０８６１，７３３５ 特定施設整備収入

３，４０７，０００△１６５，０００３，５７２，０００９ 組 合 債

３，４０７，０００△１６５，０００３，５７２，０００１ 組 合 債

３３，４８０，０００△６４０，０００３４，１２０，０００歳 入 合 計
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歳 出

第２表 繰越明許費補正

第３表 組合債補正

計補 正 額補 正 前 の 額項款
千円千円千円

３，２５９，５８９△６４，０５０３，３２３，６３９４ 港 営 費

１，８４６，８２１△６４，０５０１，９１０，８７１２ 運 営 費

１１，２３７，２７５△５０５，９５０１１，７４３，２２５５ 建 設 費

１，５１４，５３９０１，５１４，５３９１ 建 設 管 理 費

９，７２２，７３６△５０５，９５０１０，２２８，６８６２ 整 備 費

３０，０００△７０，０００１００，０００７ 予 備 費

３０，０００△７０，０００１００，０００１ 予 備 費

３３，４８０，０００△６４０，０００３４，１２０，０００歳 出 合 計

補 正 後 の 額補 正 前 の 額事 業 名項款
千円千円

４４，１００－名古屋港埠頭株式会社貸付金１ 総務管理費２ 総 務 費

１０，６００－中 川 口 通 船 門 整 備 費

２ 整 備 費５ 建 設 費

３２，１００－中 川 運 河 護 岸 補 修 費

９２，５００－昭 和 ふ 頭 護 岸 補 修 費

４，３００－堀 川 口 護 岸 補 修 費

１５，９００－空 見 ふ 頭 護 岸 補 修 費

８，３００－稲 永 ふ 頭 道 路 補 修 費

９，５００－堀 川 口 防 潮 水 門 整 備 費

９，３３０－大 手 ふ 頭 （ 南 ） 護 岸 整 備 費

９９，８００－鴨 浦 地 区 護 岸 整 備 費

４７，０００－潮 見 ふ 頭 護 岸 整 備 費

９２，６００－築地・ガーデンふ頭護岸整備費

９５７，２０７５００，０００国直轄事業港湾管理者負担金

償 還 の 方 法利 率起債の方法
限 度 額

起債の目的
計補 正 額補正前の額

政府資金については融資条件により、
銀行その他の場合には起債年度から据
置期間を含めて３０年度間以内に元利均
等、元金均等若しくは元金不均等の方
法で毎年度１期若しくは２期に分けて
償還し、又は満期日に元金を一括して
償還する。ただし、組合財政その他の
都合により据置期間及び償還期間を短
縮し、若しくは繰上償還し、又は借り
換えることができる。

８．５％以内
普 通 貸 借
又 は
債 券 発 行

千円千円千円

３，３１０，０００△１６５，０００３，４７５，０００公 共 事 業

３，４０７，０００△１６５，０００３，５７２，０００計
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平成２５年度名古屋港管理組合基金特別会計補正予算
平成２５年度名古屋港管理組合基金特別会計の補正予算は、次に定めるところによる。
（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，１３０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，０２０，９３０千
円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出
予算補正」による。

第１表 歳入歳出予算補正
歳 入

歳 出

平成２５年度名古屋港管理組合埋立事業会計補正予算
（総 則）

第１条 平成２５年度名古屋港管理組合埋立事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。
（資本的収入及び支出）

第２条 平成２５年度名古屋港管理組合埋立事業会計予算第４条に定めた資本的支出の予定額を、次のとおり補正し、かっこ
書の「１，１２２，０００千円」を「１，０４２，４９２千円」に改める。

（△印は、減額を示す。）
（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

支 出
第１款 資 本 的 支 出 １，６０８，０００千円 △７９，５０８千円 １，５２８，４９２千円
第２項 西部地区埋立事業費 １，２３０，３００千円 △７９，５０８千円 １，１５０，７９２千円

名古屋港管理組合告示第１１号
平成２２年名古屋港管理組合告示第１号で使用停止した次の港湾施設は、平成２６年４月１日から、使用を再開する。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

施設の種類 荷さばき地
区画を定めた荷さばき地

（図は省略）

名古屋港管理組合告示第１２号
次の港湾施設は、平成２６年４月１日から廃止する。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

計補 正 額補 正 前 の 額項款
千円千円千円

１６６，１３０３，１３０１６３，０００２ 海事文化振興基金収入

３，１４０３，１３０１０２ 寄 附 金

１，０２０，９３０３，１３０１，０１７，８００歳 入 合 計

計補 正 額補 正 前 の 額項款
千円千円千円

１６６，１３０３，１３０１６３，０００２ 海事文化振興基金

１６６，１３０３，１３０１６３，０００１ 積 立 金

１，０２０，９３０３，１３０１，０１７，８００歳 出 合 計

区 画面積位 置等級名 称
（括弧内は、その略称）

図による
平方メートル

名古屋市中川区富川町
級

中川運河５２号
（中川５２） ３２８４

図による６７名古屋市中川区富船町４中川運河５５号
（中川５５）
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施設の種類 上屋附属詰所
区画を定めた上屋附属詰所

名古屋港管理組合告示第１３号
名古屋港管理組合臨港緑地条例（昭和５８年名古屋港管理組合条例第２号）第７条の２第２項の規定に基づき、平成２６年４

月１日以後の利用から適用される新舞子マリンパーク、南浜緑地及び北浜緑地の運動施設等の利用料金の額を次のように承
認した。
なお、臨港緑地内の運動施設等の利用料金の額の承認（平成２２年４月３０日告示第１６号）は、平成２６年３月３１日限り廃止した。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

新舞子マリンパーク、南浜緑地及び北浜緑地の運動施設等の利用料金の額

名古屋港管理組合告示第１４号
名古屋港管理組合臨港緑地条例（昭和５８年名古屋港管理組合条例第２号）第７条の２第２項の規定に基づき、平成２６年４

月１日以後の利用から適用される金城ふ頭中央緑地、堀川東緑地、大手ふ頭緑地、稲永緑地、中川口緑地、新宝緑地及び船
見緑地（以下「中川口緑地始め７緑地」という。）の運動施設等の利用料金の額を次のように承認した。
なお、臨港緑地内の運動施設等の利用料金の額の承認（平成２２年４月３０日告示第１７号）は、平成２６年３月３１日限り廃止した。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

中川口緑地始め７緑地の運動施設等の利用料金の額

備考
１ 昼間とは、午前９時から午後４時３０分までをいう。
２ 半日とは、午前９時から午後零時３０分まで又は午後１時から午後４時３０分までのいずれかをいう。
３ 早朝又は薄暮とは、管理者が運動施設について定める供用時間の前後において管理上支障がないとしてその供用を
認める時間をいう。

４ 運動広場は、１面を２区画に分けて利用することができる。この場合の１区画の利用料金は、１面に係る利用料金
の半額とする。

区 画
構造面積位 置等級使用区分名 称

（括弧内は、その略称） 面積位 置名称
平方メートル

大江ふ頭１号上屋北側
隣接１階北部分Ａ

平方メートル級

１７

鉄筋コンク
リート造り９８名古屋市港区

大江町２一般使用
大江ふ頭１号
上屋附属詰所
（大江１号）

１７大江ふ頭１号上屋北側
隣接２階北部分Ｂ

２９大江ふ頭１号上屋北側
隣接１階南部分Ｃ

３５大江ふ頭１号上屋北側
隣接２階南部分Ｄ

２７金城ふ頭Ｂ号上屋東側
隣接２階南部分Ａ

軽量鉄骨造り８１名古屋市港区
金城ふ頭１一般使用

金城ふ頭Ｂ号
上屋附属詰所
（金城Ｂ号）

２７金城ふ頭Ｂ号上屋東側
隣接２階中央部分Ｂ

２７金城ふ頭Ｂ号上屋東側
隣接２階北部分Ｃ

備考利用料金単位利用の区分運動施設等の区分

５００円１台１回につき駐車場

備考利用料金単位利用の区分運動施設等の区分

３，４００円１面につき昼間

運動広場 ２，０００円１面につき半日

１，２００円１面につき早朝又は薄暮
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名古屋港管理組合告示第１５号
名古屋港管理組合臨港緑地条例（昭和５８年名古屋港管理組合条例第２号）第７条の２第２項の規定に基づき、平成２６年４

月１日以後の利用から適用される富浜緑地（名古屋港ゴルフ倶楽部（富浜コース）を除く。）、金岡緑地、木場東緑地、木場
南広場、楠広場、楠緑地、楠南広場及び東浜中央緑地（以下「富浜緑地始め８緑地」という。）の運動施設等の利用料金の額
を次のように承認した。
なお、臨港緑地内の運動施設等の利用料金の額の承認（平成２２年４月３０日告示第１８号）は、平成２６年３月３１日限り廃止した。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

富浜緑地始め８緑地の運動施設等の利用料金の額

備考
１ 昼間とは、午前９時から午後４時３０分までをいう。
２ 半日とは、午前９時から午後零時３０分まで又は午後１時から午後４時３０分までのいずれかをいう。
３ 早朝又は薄暮とは、管理者が運動施設について定める供用時間の前後において管理上支障がないとしてその供用を
認める時間をいう。

４ 運動広場は、１面を２区画に分けて利用することができる。この場合の１区画の利用料金は、１面に係る利用料金
の半額とする。

名古屋港管理組合告示第１６号
名古屋港管理組合臨港緑地条例（昭和５８年名古屋港管理組合条例第２号）第７条の２第２項の規定に基づき、平成２６年４

月１日以後の利用から適用される名古屋港ゴルフ倶楽部（富浜コース）の運動施設等の利用料金の額を次のように承認した。
なお、臨港緑地内の運動施設等の利用料金の額の承認（平成２３年４月１日告示第１２号）は、平成２６年３月３１日限り廃止した。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

名古屋港ゴルフ倶楽部（富浜コース）の運動施設等の利用料金の額

備考利用料金単位利用の区分運動施設等の区分

１，７００円１面につき昼間

野球場 １，０００円１面につき半日

６００円１面につき早朝又は薄暮

１，８００円１面につき昼間
テニスコート

１，０００円１面につき半日

３，４００円１面につき昼間

運動広場 ２，０００円１面につき半日

１，２００円１面につき早朝又は薄暮

利用単位１回は、概ね
２時間以内とする。２００円１台１回につき貸自転車

備考利用料金単位利用の区分運動施設等の区分

基本料金６，９５０円一般１人１回につ
き１８ホールま
で

平日ゴルフ
コース

ゴルフ場

上記利用に対する追加
９ホール

２，１５０円

９ホール利用（公益財
団法人名古屋港緑地保
全協会理事長（以下「理
事長」という。）が特に
認める場合に限る。）

３，４７０円
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１８ホール利用（理事長
が指定する日時に限
る。）
利用の有無にかかわら
ず、カート料金を含む。

４，９７０円ジュニア（１８
歳 未 満 を い
う。）

９ホール利用（理事長
が指定する日時に限
る。）
利用の有無にかかわら
ず、カート料金を含む。

２，４８０円

児童又は生徒の課外活
動等（学校長が認めた
ものに限る。）による１８
ホール利用
利用日時は夏休み、冬
休み、春休みの平日で、
理事長が指定する時間
（土曜日、日曜日及び
休日は対象外とする。）
カートの利用は不可と
する。引率者のプレー
料金は、児童・生徒１０
名につき１名以内は
ジュニア料金を適用す
る（ただし、学校長の
証明書が必要）。

３，４７０円

児童又は生徒の課外活
動等（学校長が認めた
ものに限る。）による９
ホール利用
利用日時は夏休み、冬
休み、春休みの平日で、
理事長が指定する時間
（土曜日、日曜日及び
休日は対象外とする。）
カートの利用は不可と
する。引率者のプレー
料金は、児童・生徒１０
名につき１名以内は
ジュニア料金を適用す
る（ただし、学校長の
証明書が必要）。

１，７３０円

１８ホール未満の利用は
不可とする。

５，９５０円シニア（満６０
歳 以 上 を い
う。）

１人１回につ
き１８ホール

基本料金１２，０９０円一般１人１回につ
き１８ホールま
で

土曜日、日曜日及び
休日（４月１日から
６月３０日まで及び
１０月１日から１１月
３０日まで）

上記利用に対する追加
９ホール

３，４２０円

９ホール利用（理事長
が特に認める場合に限
る。）

６，０４０円

１８ホール利用（理事長
が指定する日時に限
る。）
利用の有無にかかわら
ず、カート料金を含む。

７，０４０円ジュニア（１８
歳 未 満 を い
う。）
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備考 休日とは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日をいう。

名古屋港管理組合告示第１７号
名古屋港ポートビル条例（昭和５９年名古屋港管理組合条例第３号）第５条第２項及び第７条第２項の規定に基づき、平成

２６年４月１日以後の利用から適用される名古屋港ポートビルの利用料金の額を次のように承認した。
なお、名古屋港ポートビルの利用料金の額の承認（平成２２年４月３０日告示第２０号）は、平成２６年３月３１日限り廃止した。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

名古屋港ポートビルの利用料金の額
１ 海洋博物館、展望室又は南極観測船ふじ
敢 個人で入場しようとする者の入場料の額

備考 大人とは、小・中学生以外の者をいい、小・中学生とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による小学校、
中学校及びこれらに準ずる学校の児童及び生徒をいう。

９ホール利用（理事長
の指定する日時に限
る。）
利用の有無にかかわら
ず、カート料金を含む。

３，５２０円

基本料金１１，０９０円一般１人１回につ
き１８ホールま
で

土曜日、日曜日及び
休日（７月１日から
９月３０日まで及び
１２月１日から翌年
３月３１日まで）

上記利用に対する追加
９ホール

３，４２０円

９ホール利用（理事長
が特に認める場合に限
る。）

５，５４０円

１８ホール利用（理事長
が指定する日時に限
る。）
利用の有無にかかわら
ず、カート料金を含む。

７，０４０円ジュニア（１８
歳 未 満 を い
う。）

９ホール利用（理事長
の指定する日時に限
る。）
利用の有無にかかわら
ず、カート料金を含む。

３，５２０円

１８ホール利用１，５００円１人１台につ
き１８ホールま
で

カート
（乗用式）

上記利用に対する追加
９ホール

７５０円

９ホール利用７５０円

入場料単位施設の区分利用の区分

大人 ３００円
小・中学生 ２００円

１施設
１人１回

海洋博物館
海洋博物館、展望室又は南極観測船
ふじのうち１施設へ入場する場合 展望室

南極観測船ふじ

大人 ７００円
小・中学生 ４００円

全施設
１人１回

海洋博物館、展望室及び南極観
測船ふじ

海洋博物館、展望室及び南極観測船
ふじの全施設へ入場する場合
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柑 団体で入場しようとする者の入場料の額

備考 括弧内の入場料の額は、学校教育法による高等学校及びこれに準ずる学校の生徒について適用するものとする。
２ 会議室及び講堂

備考
１ 午前とは、午前９時から午後零時３０分まで、午後とは、午後１時から午後５時まで、夜間とは、午後５時３０分
から午後９時３０分まで及び全日とは、午前９時から午後９時３０分までをいう。以下同じ。

２ 特 の設備又は により 、 又は を 用して施設を利用した場合は、指定管理者が認定した

入場料
単位利用の区分

１００人以上の団体２０人以上１００人未満の団体

大人 ２５０円
（２２０円）

小・中学生 １５０円

大人 ２６０円
（２４０円）

小・中学生 １６０円

１施設
１人１回

海洋博物館、展望室又は南極観測船
ふじのうち１施設へ入場する場合

大人 ５５０円
（４３０円）

小・中学生 ２５０円

大人 ５８０円
（４９０円）

小・中学生 ２８０円

全施設
１人１回

海洋博物館、展望室及び南極観測船
ふじの全施設へ入場する場合

利用料金利用単位施設の区分

５，８００円午 前

Ａ会議室

会議室

７，１００円午 後

９，２００円夜 間

１９，０００円全 日

６，３００円午 前

Ｂ会議室
Ｃ会議室

７，７００円午 後

１０，０００円夜 間

２０，７００円全 日

２，５００円午 前

Ｄ会議室
３，１００円午 後

４，０００円夜 間

８，４００円全 日

５，４００円午 前

Ｅ会議室
６，６００円午 後

８，６００円夜 間

１７，８００円全 日

２，４００円午 前

Ｆ会議室
３，０００円午 後

３，８００円夜 間

７，９００円全 日

１０，０００円午 前

講 堂
１２，４００円午 後

１５，３００円夜 間

２８，８００円全 日
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相当料を当該施設の利用料金に加算する。
３ 附帯設備

備考 １回とは、午前、午後及び夜間のそれぞれの区分による利用をいう。
４ 駐車場
敢 ３０分につき１回１台を利用単位とする駐車場

柑 １日につき１回１台を利用単位とする駐車場

桓 １月１台を利用単位とする駐車場
ア 全日使用の駐車場

イ 利用日指定の駐車場

備考
１ 一種とは、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号。以下「法」という。）に規
定する休日並びに１月２日、１月３日及び８月１３日から８月１５日までを除く日に限り利用できるものをいう。

２ 二種とは、日曜日及び法に規定する休日並びに１月２日、１月３日及び８月１３日から８月１５日までを除く日
に限り利用できるものをいう。

名古屋港管理組合告示第１８号
名古屋港水族館条例（平成４年名古屋港管理組合条例第６号）第３条第２項の規定に基づき、平成２６年４月１日以後の利

用から適用される名古屋港水族館の利用料金の額を次のように承認した。
なお、名古屋港水族館の利用料金の額の承認（平成２２年４月３０日告示第２１号）は、平成２６年３月３１日限り廃止した。

利用料金利用単位区分

５００円１回１個マイクロホン

３，３００円１回一式１６ミリ映写機

映写機
１，５００円１回一式オーバーヘッドプロジェクター

１，５００円１回一式実物反射投影機

１，５００円１回一式幻燈機

１，０００円１回１双金びょうぶ

利用料金車両の種類

１ 通常の場合 ３０分までごとに１００円。ただし、２４時間までごとに１，０００円を上限とする。
２ 回数駐車券による利用の場合
イ ３０分回数駐車券（１１枚つづり）１，０００円
ロ １時間回数駐車券（１１枚つづり）２，０００円

普通自動車

利用料金車両の種類

９００円バス

６００円普通自動車

１５０円自動二輪車及び原動機付自転車

利用料金駐車場の種類

１６，０００円屋内
多階建駐車場

１２，０００円屋外

１０，０００円その他の駐車場

利用料金駐車場の種類

８，１００円屋内多階建駐車場（一種）

９，０００円屋外多階建駐車場（二種）

６，７００円その他の駐車場（一種）
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平成２６年４月１日
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長 河村 たかし

名古屋港水族館の利用料金の額
１ 個人で入館しようとする者の入館料の額

備考
１ 大人とは、小・中学生及び幼児以外の者をいう。以下同じ。
２ 小・中学生とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による小学校、中学校及びこれらに準ずる学校の児童及
び生徒をいう。以下同じ。

３ 幼児とは、満４歳から小学校就学の始期に達するまでの者をいう。以下同じ。
４ 年間入館料にあっては、名古屋港水族館条例（平成４年名古屋港管理組合条例第６号）第３条第１項（同条第
２項に規定する団体で入館しようとする者の入館料に限る。）及び第８項の規定は適用しない。

５ 年間入館料のうち、家族購入とは、小・中学生及び幼児と２親等内の親族の関係にある者が小・中学生及び幼
児と同時に購入する場合をいう。

２ 団体で入館しようとする者の入館料の額

備考 括弧内の額は、学校教育法による高等学校及びこれに準ずる学校の生徒について適用するものとする。

入館料単位利用の区分

大人 ２，０００円
小・中学生 １，０００円
幼児 ５００円

１人１回につき

名古屋港水族館にのみ入館する場合
大人 ５，０００円
小・中学生 ２，５００円
幼児 １，２００円

同一人１年間
につき

年間入館料
大人 ４，５００円
小・中学生 ２，２００円
幼児 １，０００円

家族購入で同
一人１年間に
つき

大人 １，７００円
小・中学生 ８００円１人１回につき

名古屋港水族館に名古屋港ポートビ
ル条例（昭和５９年名古屋港管理組合
条例第３号。以下「ポートビル条例」
という。）第２条第１号から第３号に
規定する施設の全部と併せて入館す
る場合

入館料（１人１回につき）
団体の区分利用の区分

幼児小・中学生大人

４００円８００円１，８００円
（１，６００円）

２０人以上１００人未満の団
体名古屋港水族館にのみ入館する

場合
３５０円７００円１，６００円

（１，４００円）１００人以上の団体

６４０円１，５３０円
（１，３６０円）

２０人以上１００人未満の団
体

名古屋港水族館にポートビル条
例第２条第１号から第３号に規
定する施設の全部と併せて入館
する場合 ５６０円１，３６０円

（１，１９０円）１００人以上の団体
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名古屋港管理組合告示第１９号
次の臨港緑地は、平成２６年４月１日から次のとおり変更する。
平成２６年４月１日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

変更前

変更後（一部廃止）

変更前

変更後（区域拡大）

施設の概要区 域位 置名 称

散策、休息施設別添図示
（略）

名古屋市港区金城ふ頭二丁目７番１
三丁目２番金城ふ頭中央緑地

施設の概要区 域位 置名 称

散策、休息施設別添図示名古屋市港区金城ふ頭二丁目７番１
三丁目２番金城ふ頭中央緑地

施設の概要区 域位 置名 称

人工海浜（ブルーサン
ビーチ）
駐車場（海水浴場開設期
間中のみ有料）
散策、休息施設

別添図示
（略）知多市緑浜町２番地新舞子マリンパーク

施設の概要区 域位 置名 称

人工海浜（ブルーサン
ビーチ）
駐車場（海水浴場開設期
間中のみ有料）
散策、休息施設

別添図示知多市緑浜町２番地、２番４新舞子マリンパーク
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訓 令
訓 令 第 一 号

組 合 内 一 般

課 の 組 織 の 分 掌 事 務 規 程 （ 平 成 八 年 訓 令 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

平 成 二 十 六 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

第 一 条 第 四 号 ル 中 「 所 属 船 舶 の 管 理 」 を 「 港 務 艇 の 運 航 管 理 」 に 改 め る 。

第 九 条 第 一 項 第 二 号 ヘ 中 「 こ と 」 の 下 に 「 （ 総 務 部 総 務 課 広 報 係 の 主 管 に 属 す る こ と を 除 く 。 ） 」 を 加 え る 。

附 則

こ の 訓 令 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

訓 令 第 二 号

組 合 内 一 般

被 服 貸 与 規 程 （ 昭 和 四 十 六 年 訓 令 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

平 成 二 十 六 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

「

「

別 表 類 別 第 十 号 中

」

」

に 改 め 、 同 号 備 考 の 欄 を 次 の よ う に 改 め る 。

附 則

こ の 訓 令 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

３１安全靴（一般）

を３１安全靴（一般）
３１安全靴（静電性）

ア 防寒上衣は、２
の該当者には貸与
しない。

イ 安全靴（一般）
は２の該当者及び
４の該当者で建設
部技術管理課（維
持管理担当）に所
属し足場が危険な
作業を伴う業務に
従事する者、安全
靴（静電性）は４
の該当者で建設部
技術管理課（維持
管理担当）に所属
し電気設備の点検
業務に従事する者
のみとする。

ウ 安全靴（一般）
及び安全靴（静電
性）は、いずれか
一方のみとする。
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辞 令
氏 名旧新

田 宮 正 道
永 田 清
（以上４月１日）

名古屋港管理組合副管理者
名古屋港管理組合副管理者

監査委員事項

名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 事 務 局 行 政 文 書 管 理 規 程 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 六 年 四 月 一 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 高 橋 正 子

同 西 川 洋 二

同 鈴 木 邦 尚

名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 告 示 第 一 号

名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 事 務 局 行 政 文 書 管 理 規 程

目 次
第 一 章 総 則 （ 第 一 条 ― 第 七 条 ）

第 二 章 管 理 体 制 （ 第 八 条 ― 第 十 一 条 ）

第 三 章 文 書 等 の 受 領 及 び 配 布 （ 第 十 二 条 ・ 第 十 三 条 ）

第 四 章 文 書 等 の 収 受 （ 第 十 四 条 ）

第 五 章 起 案 、 供 覧 等 （ 第 十 五 条 ― 第 二 十 二 条 ）

第 六 章 施 行 （ 第 二 十 三 条 ― 第 三 十 三 条 ）

第 七 章 整 理 、 保 管 、 保 存 及 び 廃 棄 （ 第 三 十 四 条 ― 第 四 十 三 条 ）

第 八 章 雑 則 （ 第 四 十 四 条 ）

附 則
第 一 章 総 則

（ 趣 旨 ）

第 一 条 こ の 規 程 は 、 名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 事 務 局 （ 以 下 「 監 査 委 員 事 務 局 」 と い う 。 ） に お け る 事 務 の 処 理 を 適 正 に し 、

そ の 能 率 的 な 運 営 を 図 る と と も に 、 名 古 屋 港 管 理 組 合 情 報 公 開 条 例 （ 平 成 十 二 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 七 号 。 以 下 「 条

例 」 と い う 。 ） の 適 正 か つ 円 滑 な 運 用 に 資 す る た め の 行 政 文 書 の 管 理 に つ い て 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。

（ 定 義 ）

第 二 条 こ の 規 程 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

一 行 政 文 書 条 例 第 二 条 第 二 項 に 規 定 す る 行 政 文 書 を い う 。

二 文 書 等 文 書 及 び 図 画 を い う 。

三 電 磁 的 記 録 電 子 的 方 式 、 磁 気 的 方 式 そ の 他 人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 で 作 ら れ た 記 録 を い う 。

四 完 結 文 書 事 案 の 処 理 が 完 結 し た 行 政 文 書 を い う 。

五 未 完 結 文 書 完 結 文 書 以 外 の 行 政 文 書 を い う 。

六 保 管 完 結 文 書 を 、 監 査 委 員 事 務 局 監 査 課 （ 以 下 「 監 査 課 」 と い う 。 ） の 執 務 室 内 に お い て 、 事 案 の 処 理 が 完 結 し た 日

の 属 す る 会 計 年 度 の 末 日 （ 収 入 及 び 支 出 の 証 拠 書 に あ っ て は 、 当 該 収 入 及 び 支 出 の 属 す る 会 計 年 度 の 翌 年 度 の 五 月 三 十

一 日 ） ま で 、 適 切 な 管 理 を す る こ と を い う 。

七 保 存 完 結 文 書 を 、 監 査 課 の 執 務 室 内 又 は 書 庫 に お い て 、 事 案 の 処 理 が 完 結 し た 日 の 属 す る 会 計 年 度 の 翌 年 度 の 四 月

一 日 （ 収 入 及 び 支 出 の 証 拠 書 に あ っ て は 当 該 収 入 及 び 支 出 の 属 す る 会 計 年 度 の 翌 年 度 の 六 月 一 日 、 保 存 年 限 が 一 年 未 満

の 行 政 文 書 に あ っ て は 作 成 又 は 取 得 の 日 ） か ら 保 存 年 限 満 了 ま で 、 適 切 な 管 理 を す る こ と を い う 。

八 行 政 文 書 フ ァ イ ル 名 古 屋 港 管 理 組 合 監 査 委 員 が 管 理 す る 行 政 文 書 の 開 示 に 関 す る 規 程 （ 平 成 十 三 年 名 古 屋 港 管 理 組

合 監 査 委 員 告 示 第 一 号 ） 第 十 三 条 第 一 項 第 十 号 に 規 定 す る 行 政 文 書 フ ァ イ ル を い う 。

九 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 行 政 文 書 フ ァ イ ル 及 び 行 政 文 書 （ 秘 密 を 要 す る も の を 除 く 。 第 四 十 条 に お い て 同 じ 。 ） を

管 理 す る た め に 作 成 さ れ た 帳 簿 を い う 。

（ 事 務 処 理 の 原 則 ）

第 三 条 事 務 処 理 は 、 次 に 掲 げ る 場 合 を 除 き 、 文 書 等 （ 電 磁 的 記 録 を 含 む 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） を 作 成 し て 行 う こ と

を 原 則 と す る 。 た だ し 、 第 一 号 の 場 合 に お い て は 、 事 後 に 文 書 等 を 作 成 す る も の と す る 。

一 意 思 決 定 と 同 時 に 文 書 等 を 作 成 す る こ と が 困 難 で あ る 場 合

二 処 理 に 係 る 事 案 が 軽 微 な も の で あ る 場 合

２ 文 書 等 の 処 理 は 、 全 て 正 確 か つ 迅 速 に 行 い 、 常 に そ の 処 理 経 過 を 明 ら か に し 、 事 務 が 能 率 的 に 運 営 さ れ る よ う に し な け

れ ば な ら な い 。

３ 文 書 等 は 、 易 し く 分 か り や す い よ う 作 成 し な け れ ば な ら な い 。

４ 全 て の 文 書 等 は 、 上 司 の 許 可 を 得 な け れ ば 、 こ れ を 関 係 者 以 外 の 者 に 示 し 、 内 容 を 告 げ 、 そ の 写 し を 与 え 、 又 は 庁 外 へ

持 ち 出 し て は な ら な い 。

（ 秘 密 文 書 及 び 個 人 情 報 を 含 む 行 政 文 書 の 取 扱 い ）

第 条 監 査 委 員 事 務 局 の 員 （ 以 下 「 員 」 と い う 。 ） は 、 秘 密 を 要 す る 行 政 文 書 及 び 個 人 情 報 （ 名 古 屋 港 管 理 組 合 個 人 情
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報 保 護 条 例 （ 平 成 十 八 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 四 号 ） 第 二 条 第 二 号 に 規 定 す る 個 人 情 報 を い う 。 ） を 含 む 行 政 文 書 に つ い

て は 、 細 心 の 注 意 を 払 い 、 法 令 そ の 他 の 規 程 に 基 づ き 適 正 に 取 り 扱 わ な け れ ば な ら な い 。

（ 行 政 文 書 の 種 類 ）

第 五 条 行 政 文 書 の 種 類 は 、 次 に 掲 げ る と お り と す る 。

一 告 示 法 令 の 規 定 又 は 監 査 委 員 の 職 務 上 の 権 限 に 基 づ き 、 処 分 又 は 決 定 し た 事 項 を 一 般 に 公 示 す る も の を い う 。

二 公 告 告 示 以 外 の も の で 、 一 定 の 事 項 を 一 般 に 公 示 す る も の を い う 。

三 通 達 監 査 委 員 が 監 査 委 員 事 務 局 又 は 職 員 に 対 し て 職 務 運 営 上 の 方 針 、 細 目 等 を 指 示 す る も の を い う 。

四 一 般 文 書

イ 照 会 、 依 頼 、 回 答 、 通 知 、 報 告 、 進 達 、 申 請 そ の 他 こ れ ら に 類 す る も の に 係 る 行 政 文 書

ロ 契 約 書 、 争 訟 関 係 文 書 、 議 事 録 、 要 望 書 、 陳 情 書 、 証 明 書 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 行 政 文 書

五 復 命 書 、 事 務 引 継 書 そ の 他 前 各 号 に 該 当 し な い 行 政 文 書

（ 行 政 文 書 の 作 成 要 領 及 び 書 式 ）

第 六 条 行 政 文 書 の 作 成 要 領 及 び そ の 書 式 に つ い て は 、 名 古 屋 港 管 理 組 合 行 政 文 書 管 理 規 程 （ 平 成 二 十 一 年 名 古 屋 港 管 理 組

合 訓 令 第 五 号 。 以 下 「 文 書 管 理 規 程 」 と い う 。 ） 第 六 条 、 別 記 一 及 び 別 記 二 の 例 に よ る 。

（ 行 政 文 書 の 番 号 ）

第 七 条 行 政 文 書 （ 第 五 条 第 二 号 及 び 第 五 号 に 掲 げ る 行 政 文 書 を 除 く 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） に は 、 次 に 定 め る と こ ろ

に よ り 毎 年 一 月 一 日 に 始 ま り 十 二 月 三 十 一 日 に 終 わ る 番 号 （ 第 二 号 に 掲 げ る 行 政 文 書 の 番 号 は 、 そ の 事 案 が 完 結 す る ま で

は 、 同 一 番 号 ） を 付 さ な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 請 求 書 、 領 収 書 、 見 積 書 、 軽 易 な 報 告 書 、 定 期 刊 行 物 そ の 他 の 軽 易 な

行 政 文 書 で 処 理 経 過 を 明 ら か に す る 必 要 の な い 行 政 文 書 に は 番 号 を 省 略 す る こ と が で き る 。

一 告 示 及 び 通 達 は 、 そ れ ぞ れ の 区 分 に よ り 令 達 番 号 簿 （ 様 式 第 一 号 ） の 番 号 に よ る 。

二 一 般 文 書 は 、 文 書 件 名 簿 （ 様 式 第 二 号 ） の 番 号 に よ る 。 た だ し 、 監 査 委 員 が 特 に 認 め た 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。

第 二 章 管 理 体 制

（ 事 務 局 長 の 職 務 ）

第 八 条 事 務 局 長 は 、 監 査 委 員 事 務 局 に お け る 行 政 文 書 の 管 理 に 関 す る 事 務 （ 以 下 「 文 書 事 務 」 と い う 。 ） を 総 括 す る 。

２ 事 務 局 長 は 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 監 査 委 員 事 務 局 に お け る 文 書 事 務 の 状 況 に つ い て 実 地 検 査 そ の 他 必 要 な 検 査

を 行 う こ と が で き る 。

（ 監 査 課 長 の 職 務 ）

第 九 条 監 査 課 長 は 、 監 査 委 員 事 務 局 に お け る 文 書 事 務 が 適 正 か つ 円 滑 に 処 理 さ れ る よ う 改 善 に 努 め 、 文 書 事 務 を 処 理 す る

者 に 必 要 な 指 導 及 び 助 言 を す る も の と す る 。

２ 監 査 課 長 は 、 監 査 課 に お け る 文 書 事 務 を 統 括 す る 。

（ 行 政 文 書 主 任 ）

第 十 条 監 査 課 に 行 政 文 書 主 任 を 置 く 。

２ 行 政 文 書 主 任 は 、 監 査 課 主 査 （ 庶 務 を 担 当 す る 者 に 限 る 。 ） を も っ て 充 て る 。

３ 行 政 文 書 主 任 は 、 次 条 に 定 め る 行 政 文 書 取 扱 担 当 者 を 指 揮 監 督 し 、 行 政 文 書 の 整 理 、 保 管 及 び 保 存 の 状 況 等 を 常 に 把 握

し 、 監 査 課 の 文 書 事 務 の 適 正 な 管 理 及 び 運 営 に 努 め る も の と す る 。

（ 行 政 文 書 取 扱 担 当 者 ）

第 十 一 条 監 査 課 に 行 政 文 書 取 扱 担 当 者 を 置 く 。

２ 行 政 文 書 取 扱 担 当 者 は 、 監 査 課 の 職 員 の う ち か ら 監 査 課 長 が 指 名 す る 。

３ 行 政 文 書 取 扱 担 当 者 は 、 行 政 文 書 主 任 の 指 示 を 受 け 、 行 政 文 書 の 適 正 な 管 理 及 び 運 営 に 関 す る 事 務 を 行 う 。

４ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 職 員 は 、 こ の 規 程 に 特 別 の 定 め が あ る 場 合 を 除 き 、 業 務 に 関 す る 行 政 文 書 の 収 受 、 発 送 、 保

管 、 保 存 そ の 他 の 文 書 事 務 を 処 理 す る 。

第 三 章 文 書 等 の 受 領 及 び 配 布

（ 文 書 等 の 受 領 ）

第 十 二 条 監 査 委 員 事 務 局 に 到 達 し た 文 書 等 （ 電 磁 的 記 録 を 記 録 し た 記 録 媒 体 及 び フ ァ ク シ ミ リ に よ り 受 信 し た も の を 含 む 。

次 条 及 び 第 十 九 条 第 二 項 に お い て 同 じ 。 ） 又 は 電 磁 的 記 録 （ 記 録 媒 体 に 記 録 さ れ た も の を 除 く 。 次 条 に お い て 同 じ 。 ） は 、

監 査 課 に お い て 受 領 し 、 又 は 受 信 す る 。

（ 文 書 等 の 配 布 ）

第 十 三 条 行 政 文 書 取 扱 担 当 者 は 、 文 書 等 を 受 領 し 、 又 は 電 磁 的 記 録 を 受 信 し た と き は 、 点 検 し た 後 次 に 掲 げ る 手 続 に よ り

配 布 又 は 転 送 す る 。

一 文 書 等 は 、 開 封 し な い で 事 務 担 当 者 へ 配 布 す る 。 た だ し 、 封 皮 の 宛 先 の み で 配 布 先 が 明 ら か で な い と き は 、 開 封 し て

配 布 す る 。

二 親 展 の 文 書 等 に つ い て は 、 監 査 委 員 宛 て の も の に あ っ て は 監 査 課 長 へ 、 そ の 他 の も の に あ っ て は 名 宛 人 へ 開 封 し な い

で 配 布 す る 。

三 電 報 又 は 書 留 郵 便 物 、 配 達 証 明 郵 便 物 そ の 他 の 特 殊 取 扱 郵 便 物 に つ い て は 、 特 殊 郵 便 物 等 収 配 簿 （ 様 式 第 三 号 ） に 必

要 事 項 を 記 載 の 上 、 受 領 印 を 徴 し て 、 開 封 し な い で 事 務 担 当 者 へ 配 布 す る 。

四 電 磁 的 記 録 は 、 事 務 担 当 者 に 転 送 す る 。

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 電 報 又 は 書 留 郵 便 物 、 配 達 証 明 郵 便 物 そ の 他 の 特 殊 取 扱 郵 便 物 で あ り 、 か つ 、 受 領 す べ き 職

員 名 が 明 示 さ れ て い る 文 書 等 に つ い て は 、 明 示 さ れ た 職 員 が 受 領 す る こ と が で き る 。

第 四 章 文 書 等 の 収 受

（ 配 布 を 受 け た 文 書 等 の 処 理 ）

第 十 四 条 事 務 担 当 者 は 、 電 磁 的 記 録 を 配 布 （ 転 送 を 含 む 。 ） さ れ 、 又 は 直 接 受 領 し 、 若 し く は 受 信 し た 場 合 は 、 必 要 に 応 じ

用 紙 に 出 力 し な け れ ば な ら な い 。

２ 事 務 担 当 者 は 、 配 布 さ れ 、 若 し く は 直 接 受 領 し た 文 書 等 又 は 前 項 の 規 定 に よ り 電 磁 的 記 録 を 出 力 し た 用 紙 （ 以 下 「 収 受
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文 書 」 と い う 。 ） の う ち 処 理 経 過 を 明 ら か に す る 必 要 の あ る も の は 、 収 受 印 （ 様 式 第 四 号 ） の 押 印 及 び 文 書 件 名 簿 へ の 記 載

の 手 続 を 受 け る も の と し 、 そ の 他 の も の は 、 収 受 印 を 押 し て 処 理 す る も の と す る 。

３ 行 政 文 書 主 任 は 、 収 受 文 書 が 請 願 書 、 争 訟 書 、 陳 情 書 そ の 他 収 受 の 日 時 が 権 利 の 得 喪 に 関 係 の あ る も の で あ る と き は 、

封 皮 に 収 受 の 年 月 日 及 び 時 刻 を 明 記 し 、 こ れ に 認 印 を 押 印 し な け れ ば な ら な い 。

第 五 章 起 案 、 供 覧 等

（ 起 案 ）

第 十 五 条 起 案 は 、 文 書 管 理 規 程 別 記 一 第 二 の 起 案 用 紙 を 準 用 し た 用 紙 （ 以 下 「 起 案 用 紙 」 と い う 。 ） を 用 い て 行 う も の と す

る 。 た だ し 、 軽 易 又 は 定 例 的 な 事 案 を 起 案 す る と き は 、 収 受 文 書 又 は 文 案 を 記 載 し た 用 紙 の 余 白 を 利 用 し て 行 う こ と が で

き る 。

（ 起 案 の 要 領 ）

第 十 六 条 起 案 に 当 た っ て は 、 平 易 か つ 簡 明 に 関 係 法 規 、 事 実 の 調 査 、 前 例 そ の 他 参 考 事 項 を 記 載 し 、 関 係 書 類 を 添 付 す る

等 起 案 の 根 拠 及 び 経 過 を 明 ら か に し な け れ ば な ら な い 。

２ 前 条 本 文 の 規 定 に よ り 起 案 す る 場 合 に あ っ て は 、 必 要 な 事 項 を 記 入 し な け れ ば な ら な い 。

３ 前 条 た だ し 書 の 規 定 に よ り 起 案 す る 場 合 に あ っ て は 、 用 紙 の 余 白 に 分 類 記 号 、 保 存 年 限 、 起 案 年 月 日 等 の 必 要 な 事 項 を

記 載 し な け れ ば な ら な い 。

４ 起 案 文 書 の 加 除 訂 正 を し た と き は 、 加 除 訂 正 を し た 者 は 、 印 を 押 さ な け れ ば な ら な い 。

（ 回 議 ）

第 十 七 条 起 案 者 は 、 起 案 文 書 を 関 係 職 員 に 回 議 し た 後 、 監 査 委 員 の 決 裁 を 受 け な け れ ば な ら な い 。

（ 合 議 ）

第 十 八 条 起 案 文 書 の 内 容 が 他 の 部 署 に 関 係 の あ る 場 合 は 、 当 該 起 案 文 書 を そ の 関 係 す る 職 員 に 合 議 し な け れ ば な ら な い 。

（ 特 別 な 回 議 等 ）

第 十 九 条 起 案 文 書 の 内 容 が 秘 密 を 要 す る も の 、 緊 急 に 処 理 す る 必 要 の あ る も の 又 は 重 要 な も の で あ る と き は 、 持 ち 回 り で

回 議 又 は 合 議 を し な け れ ば な ら な い 。

２ 起 案 文 書 に 秘 密 を 要 す る 文 書 等 が あ る と き は 、 当 該 文 書 等 を 封 筒 等 に 入 れ て 封 か ん し 、 封 筒 等 に そ の 旨 を 朱 書 す る も の

と す る 。

（ 不 在 処 理 の 方 法 ）

第 二 十 条 代 決 者 が 事 務 を 代 決 し た と き は 、 「 代 」 を 記 入 し 、 押 印 、 署 名 そ の 他 の 行 為 を 行 う も の と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、

後 閲 を 必 要 と す る と き は 、 「 後 閲 」 と 記 入 し 、 決 裁 者 の 登 庁 後 直 ち に 閲 覧 に 供 し 、 後 閲 を 必 要 と し な い と き は 、 決 裁 者 に 報

告 す る も の と す る 。

２ 起 案 文 書 の 内 容 が 急 を 要 す る 場 合 で 、 決 裁 者 以 外 の 上 司 が 不 在 の と き は 、 「 不 在 」 と 記 入 し て 回 議 す る も の と す る 。 こ の

場 合 に お い て 、 そ の 内 容 が 重 要 な も の で あ る と き は 、 後 閲 の 手 続 を し な け れ ば な ら な い 。

３ 前 項 の 規 定 は 、 合 議 を 受 け る 者 が 不 在 の 場 合 に 準 用 す る 。

（ 供 覧 の 手 続 ）

第 二 十 一 条 供 覧 は 、 起 案 用 紙 を 用 い 、 関 係 職 員 に 回 付 す る も の と す る 。 こ の 場 合 に お け る 運 用 に つ い て は 、 第 十 五 条 か ら

前 条 ま で の 規 定 を 準 用 す る 。

（ 決 裁 を 要 し な い 行 政 文 書 の 取 扱 い ）

第 二 十 二 条 決 裁 又 は 供 覧 を 要 し な い 行 政 文 書 の う ち 、 保 存 年 限 が 一 年 以 上 の も の に つ い て は 、 そ の 余 白 に 、 作 成 又 は 取 得

の 時 期 、 分 類 記 号 及 び 保 存 年 限 を 記 載 し な け れ ば な ら な い 。

第 六 章 施 行

（ 行 政 文 書 の 浄 書 ）

第 二 十 三 条 決 裁 を 終 え た 起 案 文 書 （ 以 下 「 原 議 」 と い う 。 ） で 、 施 行 を 要 す る 行 政 文 書 の 浄 書 は 、 起 案 者 の 責 任 に お い て 行

わ な け れ ば な ら な い 。

（ 行 政 文 書 の 施 行 ）

第 二 十 四 条 公 印 の 押 印 を 受 け て 行 政 文 書 を 施 行 し よ う と す る と き は 、 原 議 に 施 行 印 （ 様 式 第 四 号 ） の 押 印 を 受 け な け れ ば

な ら な い 。

２ 起 案 用 紙 を 用 い て 起 案 し た 行 政 文 書 を 施 行 し た と き は 、 そ の 施 行 方 法 に つ い て 起 案 用 紙 に 記 入 し な け れ ば な ら な い 。

３ 公 印 の 押 印 を 受 け た 行 政 文 書 に つ い て 、 汚 損 等 の た め 同 一 の 内 容 の も の を 再 度 施 行 す る 必 要 が あ る と き 、 又 は 誤 字 等 の

た め 訂 正 し た 上 で 再 度 施 行 す る 必 要 が あ る と き は 、 監 査 課 長 の 承 認 を 得 て 施 行 す る こ と が で き る 。

（ 令 達 番 号 簿 及 び 文 書 件 名 簿 へ の 記 載 ）

第 二 十 五 条 施 行 す る 行 政 文 書 の う ち 、 第 五 条 第 一 号 及 び 第 三 号 に 掲 げ る 行 政 文 書 は 令 達 番 号 簿 へ の 記 載 の 手 続 を 、 そ の 他

の 行 政 文 書 で 処 理 経 過 を 明 ら か に す る 必 要 の あ る も の は 文 書 件 名 簿 へ の 記 載 の 手 続 を 受 け な け れ ば な ら な い 。

２ 令 達 番 号 簿 又 は 文 書 件 名 簿 へ の 記 載 の 手 続 を 受 け た 行 政 文 書 に つ い て 、 取 り 下 げ る 必 要 が あ る と き は 、 監 査 課 長 の 承 認

を 得 な け れ ば な ら な い 。

（ 未 処 理 文 書 の 確 認 等 ）

第 二 十 六 条 監 査 課 長 は 、 文 書 件 名 簿 へ の 記 載 の 手 続 を 受 け た 行 政 文 書 の う ち 、 処 理 状 況 が 不 明 確 な も の を 調 査 し 、 行 政 文

書 主 任 を し て そ の 理 由 を 明 ら か に し 、 速 や か に 処 理 さ せ る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。

（ 施 行 の 方 法 ）

第 二 十 七 条 行 政 文 書 の 施 行 は 、 次 に 掲 げ る 方 法 （ 第 三 号 、 第 四 号 、 第 六 号 及 び 第 七 号 に 掲 げ る 方 法 は 、 次 条 第 三 項 に 規 定

す る 行 政 文 書 を 施 行 す る 場 合 に 限 る 。 ） に よ る も の と す る 。

一 郵 送

二 手 渡 し

三 フ ァ ク シ ミ リ に よ る 発 信

四 電 子 メ ー ル に よ る 発 信

五 総 合 行 政 ネ ッ ト ワ ー ク に よ る 発 信
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六 庁 内 Ｌ Ａ Ｎ グ ル ー プ ウ ェ ア シ ス テ ム に よ る 発 信

七 ホ ー ム ペ ー ジ に よ る 発 信

八 名 古 屋 港 管 理 組 合 公 報 へ の 登 載

（ 公 印 ）

第 二 十 八 条 郵 送 又 は 手 渡 し に よ り 施 行 す る 行 政 文 書 に は 、 公 印 を 押 し 、 原 議 と 契 印 し な け れ ば な ら な い 。

２ 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 宛 て て 施 行 す る 行 政 文 書 に つ い て は 、 発 信 者 と し て 記 載 さ れ

た 者 が 署 名 す る こ と に よ り 公 印 の 押 印 に 代 え る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 監 査 課 長 は 、 施 行 日 、 件 名 、 施 行 者 名

及 び 宛 先 を 記 載 し た も の を 暦 年 で 管 理 し な け れ ば な ら な い 。

３ 第 一 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 そ の 内 容 が 法 律 効 果 に 関 係 が な く 、 か つ 、 軽 易 な 一 般 文 書 に つ い て は 、 公 印 及 び 契 印 を 省

略 す る も の と す る 。 た だ し 、 文 書 の 真 正 性 を 担 保 す る 必 要 が あ る と き は 、 契 印 を 押 す も の と す る 。

４ 前 項 の 規 定 に よ り 公 印 を 省 略 し た と き は 、 発 行 す る 行 政 文 書 の 施 行 者 の 下 に 「 （ 公 印 省 略 ） 」 と 表 示 し 、 及 び 当 該 文 書

に 係 る 決 裁 文 書 に 公 印 を 省 略 し た 旨 を 記 載 す る も の と す る 。

（ 電 子 署 名 ）

第 二 十 九 条 総 合 行 政 ネ ッ ト ワ ー ク に よ る 発 信 に よ り 施 行 す る 行 政 文 書 に は 、 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 電 子 署 名 を 付 さ な け

れ ば な ら な い 。 た だ し 、 そ の 内 容 が 法 律 的 効 力 を 有 し な い 行 政 文 書 に つ い て は 、 電 子 署 名 を 付 す る こ と を 要 し な い 。

（ 手 渡 し 並 び に フ ァ ク シ ミ リ 及 び 電 子 メ ー ル に よ る 発 信 ）

第 三 十 条 手 渡 し 、 フ ァ ク シ ミ リ 及 び 電 子 メ ー ル に よ る 行 政 文 書 の 施 行 は 、 監 査 課 に お い て 行 う 。

（ 総 合 行 政 ネ ッ ト ワ ー ク に よ る 発 信 ）

第 三 十 一 条 総 合 行 政 ネ ッ ト ワ ー ク の 発 信 に よ る 行 政 文 書 の 施 行 は 、 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 監 査 課 に お い て 行 う 。

（ 庁 内 Ｌ Ａ Ｎ グ ル ー プ ウ ェ ア シ ス テ ム 及 び ホ ー ム ペ ー ジ に よ る 発 信 ）

第 三 十 二 条 庁 内 Ｌ Ａ Ｎ グ ル ー プ ウ ェ ア シ ス テ ム 及 び ホ ー ム ペ ー ジ に よ る 行 政 文 書 の 施 行 は 、 別 に 定 め る と こ ろ に よ り 行 う 。

（ 名 古 屋 港 管 理 組 合 公 報 へ の 登 載 ）

第 三 十 三 条 名 古 屋 港 管 理 組 合 公 報 へ の 登 載 に よ る 行 政 文 書 の 施 行 は 、 公 報 発 行 規 程 （ 昭 和 三 十 八 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 訓 令

第 五 号 ） の 例 に よ る 。

第 七 章 整 理 、 保 管 、 保 存 及 び 廃 棄

（ 行 政 文 書 の 整 理 、 保 管 及 び 保 存 の 原 則 ）

第 三 十 四 条 行 政 文 書 は 、 次 に 掲 げ る と こ ろ に よ り 整 理 し 、 保 管 し 、 又 は 保 存 し な け れ ば な ら な い 。

一 行 政 文 書 は 、 そ れ 以 外 の も の と 明 確 に 区 分 し 、 必 要 に 応 じ て 目 的 の も の が 迅 速 に 取 り 出 せ る よ う 体 系 的 に 分 類 す る こ と 。

二 行 政 文 書 は 、 会 計 年 度 に よ り 整 理 す る こ と 。 た だ し 、 こ れ に よ り 難 い と き は 、 暦 年 等 に よ り 整 理 す る こ と が で き る 。

（ 未 完 結 文 書 の 整 理 ）

第 三 十 五 条 未 完 結 文 書 は 、 文 書 等 に あ っ て は 適 当 な 用 具 に 収 納 し 、 電 磁 的 記 録 に あ っ て は 記 録 媒 体 に 記 録 し 、 監 査 課 長 が

指 定 す る 場 所 に お い て 適 正 に 整 理 し 、 常 に そ の 所 在 を 明 ら か に し て お か な け れ ば な ら な い 。

（ 完 結 文 書 の 保 管 及 び 保 存 ）

第 三 十 六 条 完 結 文 書 は 、 文 書 等 に あ っ て は 適 当 な 用 具 に 収 納 し 、 電 磁 的 記 録 に あ っ て は 記 録 媒 体 に 記 録 し 、 監 査 課 長 が 指

定 す る 場 所 に お い て 保 管 し な け れ ば な ら な い 。

２ 前 項 の 規 定 に よ り 保 管 し た 完 結 文 書 の う ち 、 保 存 年 限 が 一 年 以 上 の も の は 、 保 管 の 期 間 の 終 了 後 、 監 査 課 長 が 指 定 す る

場 所 に お い て 次 に 掲 げ る と こ ろ に よ り 保 存 す る も の と す る 。

一 文 書 等 は 、 行 政 文 書 フ ァ イ ル 単 位 で 編 集 し 、 適 当 な 用 具 に 必 要 事 項 を 記 入 し た 背 表 紙 （ 様 式 第 五 号 ） 又 は 見 出 し （ 様

式 第 六 号 ） を 付 け て 簿 冊 を 作 成 す る こ と 。

二 電 磁 的 記 録 は 、 行 政 文 書 フ ァ イ ル 単 位 で 編 集 し 、 背 表 紙 の 記 載 事 項 を 明 示 し て 、 適 当 な 記 録 媒 体 に 記 録 す る こ と 。

三 前 二 号 の 規 定 に よ り 難 い と き は 、 こ れ ら の 規 定 に か か わ ら ず 、 背 表 紙 の 記 載 事 項 を 明 示 し て 他 の 適 当 な 方 法 に よ り 保

存 す る こ と が で き る 。

（ 行 政 文 書 の 整 理 等 の 点 検 ）

第 三 十 七 条 行 政 文 書 主 任 は 、 行 政 文 書 が 指 定 す る 場 所 に 、 別 に 定 め る 行 政 文 書 分 類 表 に 基 づ き 適 正 に 整 理 さ れ 、 保 管 さ れ 、

又 は 保 存 さ れ て い る か を 定 期 的 に 点 検 し な け れ ば な ら な い 。

（ 行 政 文 書 の 保 存 年 限 等 ）

第 三 十 八 条 行 政 文 書 の 保 存 年 限 は 、 次 に 掲 げ る 六 種 類 と し 、 そ の 保 存 区 分 基 準 は 、 別 記 の と お り と す る 。

永 年 保 存

十 年 保 存

五 年 保 存

三 年 保 存

一 年 保 存

一 年 未 満 保 存

２ 監 査 課 長 は 、 必 要 に 応 じ て 保 存 年 限 の 見 直 し を 行 い 、 保 存 年 限 を 変 更 す る も の と す る 。

３ 前 項 の 規 定 に よ り 保 存 年 限 の 変 更 を 行 っ た 場 合 に お い て 、 既 に 保 存 年 限 を 満 了 し た こ と と な る 行 政 文 書 に つ い て は 、 当

該 変 更 を 行 っ た と き に 保 存 年 限 を 満 了 し た も の と み な す 。

４ 前 三 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 行 政 文 書 に つ い て は 、 保 存 年 限 の 満 了 後 に お い て も 、 当 該 各 号 に 定 め る

期 間 が 経 過 す る 日 ま で の 間 、 保 存 年 限 を 延 長 す る も の と す る 。

一 現 に 監 査 、 検 査 等 の 対 象 と な っ て い る も の 当 該 監 査 、 検 査 等 が 終 了 す る ま で の 間

二 現 に 係 属 し て い る 訴 訟 に お け る 手 続 上 の 行 為 を す る た め に 必 要 と さ れ る も の 当 該 訴 訟 が 終 了 す る ま で の 間

三 現 に 係 属 し て い る 不 服 申 立 て に お け る 手 続 上 の 行 為 を す る た め に 必 要 と さ れ る も の 当 該 不 服 申 立 て に 対 す る 決 定 の

日 の 翌 日 か ら 起 算 し て 一 年 間

四 開 示 請 求 が あ っ た も の 条 例 第 十 一 条 各 項 の 決 定 又 は 名 古 屋 港 管 理 組 合 個 人 情 報 保 護 条 例 第 十 九 条 各 項 の 決 定 の 日 の
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翌 日 か ら 起 算 し て 一 年 間

（ 常 用 台 帳 の 指 定 等 ）

第 三 十 九 条 監 査 課 長 は 、 行 政 文 書 フ ァ イ ル の う ち 、 常 時 使 用 す る 台 帳 、 帳 簿 等 で 加 除 、 修 正 、 追 記 等 に よ り 適 正 な 状 態 で

維 持 管 理 す る も の （ 以 下 「 常 用 台 帳 」 と い う 。 ） を 指 定 す る も の と す る 。

２ 前 項 の 規 定 に よ り 指 定 さ れ た 常 用 台 帳 の 保 存 年 限 は 、 常 時 使 用 す る 必 要 が な く な っ た 日 の 属 す る 会 計 年 度 の 翌 年 度 の 四

月 一 日 か ら 起 算 す る 。

（ 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 等 ）

第 四 十 条 行 政 文 書 （ 保 存 年 限 が 一 年 未 満 の も の を 除 く 。 ） を 作 成 し 、 又 は 収 受 し た と き は 、 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 （ 様 式

第 七 号 ） に 必 要 事 項 を 入 力 し 、 又 は 記 載 事 項 を 変 更 し な け れ ば な ら な い 。

た だ し 、 入 力 又 は 変 更 の 必 要 が な い 場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。

２ 行 政 文 書 （ 保 存 年 限 が 一 年 以 下 の も の を 除 く 。 ） を 作 成 し 、 又 は 収 受 し た と き は 、 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 細 目 に 必 要 事

項 を 入 力 し な け れ ば な ら な い 。

３ 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 及 び 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 細 目 は 、 電 磁 的 記 録 を も っ て 調 製 し 、 必 要 に 応 じ 用 紙 に 出 力 す る

も の と す る 。

４ 前 三 項 に 定 め る も の の ほ か 、 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 及 び 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 細 目 の 調 製 に つ い て 必 要 な 事 項 は 、

別 に 定 め る も の と す る 。

（ 保 存 文 書 の 管 理 ）

第 四 十 一 条 監 査 課 長 は 、 第 三 十 六 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 保 存 す る 完 結 文 書 （ 以 下 「 保 存 文 書 」 と い う 。 ） を 、 当 該 保 存 文 書

の 保 存 年 限 が 満 了 す る 日 ま で の 間 、 書 庫 等 の 所 定 の 場 所 に お い て 保 存 し な け れ ば な ら な い 。

２ 監 査 課 長 は 、 毎 年 一 回 以 上 保 存 文 書 に つ い て 虫 害 等 の 予 防 を し な け れ ば な ら な い 。

（ 保 存 文 書 の 廃 棄 等 ）

第 四 十 二 条 監 査 課 長 は 、 保 存 文 書 に つ い て 保 存 年 限 が 満 了 し た と き は 、 廃 棄 文 書 目 録 （ 様 式 第 八 号 ） を 作 成 し て 廃 棄 を 決

定 す る も の と す る 。

２ 監 査 課 長 は 、 保 存 年 限 が 満 了 し た 保 存 文 書 に つ い て 、 職 務 の 遂 行 上 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 原 則 一 年 を 単 位 と し て

当 該 保 存 年 限 を 延 長 す る も の と す る 。

３ 監 査 課 長 は 、 保 存 年 限 が 満 了 す る 前 の 保 存 文 書 に つ い て 、 廃 棄 し な け れ ば な ら な い 特 別 の 理 由 が あ る と 認 め る と き は 、

当 該 特 別 の 理 由 を 記 載 し た 廃 棄 文 書 目 録 を 作 成 し て 廃 棄 を 決 定 す る も の と す る 。

（ 廃 棄 文 書 の 取 扱 い ）

第 四 十 三 条 監 査 課 長 は 、 廃 棄 を 決 定 し た 行 政 文 書 に つ い て は 、 保 存 す る 場 所 か ら 速 や か に 撤 去 し 、 他 に 利 用 さ れ る お そ れ

の な い よ う に 確 実 に 廃 棄 し な け れ ば な ら な い 。

第 八 章 雑 則

第 四 十 四 条 こ の 規 程 に 定 め る も の の ほ か 、 行 政 文 書 の 管 理 に つ い て は 、 管 理 者 の 事 務 部 局 の 例 に よ る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 規 程 は 、 平 成 二 十 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

２ こ の 規 程 の 規 定 は 、 施 行 日 以 後 に 職 員 が 職 務 上 作 成 し 、 又 は 取 得 す る 行 政 文 書 か ら 適 用 し 、 同 日 前 に 職 員 が 職 務 上 作 成

し 、 又 は 取 得 し た 文 書 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

３ こ の 規 程 施 行 の 際 、 現 に 存 す る 行 政 文 書 の 管 理 に 関 す る 用 紙 は 、 こ の 規 程 の 規 定 に か か わ ら ず 、 当 分 の 間 、 こ の 規 程 の

様 式 の 要 件 を 満 た す よ う 必 要 な 措 置 を し て 使 用 す る こ と が で き る 。

別 記 行 政 文 書 の 保 存 区 分 基 準

永 年
一 通 達 等 の 法 規 又 は 命 令 に 関 す る 特 に 重 要 な も の

二 監 査 委 員 履 歴

三 監 査 結 果 に 関 す る 特 に 重 要 な も の

四 予 算 、 決 算 及 び 収 支 に 関 す る 特 に 重 要 な も の

五 各 種 台 帳 又 は こ れ に 類 す る も の で 特 に 重 要 な も の

六 職 員 の 任 命 、 服 務 及 び 賞 罰 に 関 す る 特 に 重 要 な も の

七 そ の 他 永 年 保 存 を 必 要 と す る も の

十 年
一 許 可 、 認 可 、 申 請 、 協 議 及 び 契 約 に 関 す る 重 要 な も の

二 そ の 他 十 年 保 存 を 必 要 と す る も の

五 年
一 許 可 、 認 可 、 申 請 、 協 議 及 び 契 約 に 関 す る 比 較 的 重 要 な も の

二 金 銭 出 納 に 関 す る も の

三 そ の 他 五 年 保 存 を 必 要 と す る も の

三 年
一 報 告 、 届 出 及 び 調 査 資 料 に 関 す る も の

二 そ の 他 三 年 保 存 を 必 要 と す る も の

一 年
永 年 、 十 年 、 五 年 及 び 三 年 保 存 以 外 の 行 政 文 書 （ 資 料 文 書 の う ち 随 時 発 生 し 、 短 期 に 廃 棄 す る 軽 微 な も の を 除 く 。 ）

一 年 未 満

資 料 文 書 の う ち 随 時 発 生 し 、 短 期 に 廃 棄 す る 軽 微 な も の
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様式第１号（第７条関係）

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第２号（第７条関係）

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫

識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫

処 理 経 過受

印

文 書 概 要月

日

番

号 備考記事月日記事月日記事月日相手方件 名

識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫

摘 要施 行 日監査課件 名番 号

識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫

識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
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様式第３号（第１３条関係）

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第４号（第１４条、第２４条関係）

受印
引 受 局
及 び
番号記号

種 類発 信 者受 信 者月 日

識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫

識 竺鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫鴫
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様式第５号（第３６条関係）

備考
１ 一番上の空欄は、整理番号を記入すること。
２ 種類欄は、常用台帳、個人情報又は秘密文書に
該当する場合に記入すること。

年度

保 存 年 限 年

編 冊
期 間

廃 棄 予 定 年 月

監査委員事務局 監査課

分 類 記 号 － －

簿 冊 番 号

種 類
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様式第６号（第３６条関係）

備考 種類欄は、常用台帳、個人情報又は秘密文書に該当する場合に記入する
こと。

整 理 番 号

年度年 度

題 名

永 １０ ５ ３ １保 存 年 限

～編 冊 期 間

年 月廃 棄 予 定

監査課監査委員事務局

簿 冊 番 号分 類 記 号

種 類
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様
式
第
７
号
（
第
４０

条
関
係
）

行
政
文
書
フ
ァ
イ
ル
管
理
簿

備
考

常
用
・
個
人

の
区
分

媒
体
の
種
別

保
存
場
所

延
長
文
書

の
有

無
保
存
年
限

満
了
年
度

保
存
年
限

編
冊
年
度

細
目
の

有
無

行
政
文
書
フ
ァ
イ
ル
名

（
簿
冊
名
）

文
書
分
類

分
類
記
号

整
理
番
号

最
終

開
始

第
３
分
類

第
２
分
類

第
１
分
類
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様
式
第
８
号
（
第
４２

条
関
係
）

廃
棄
文
書
目
録

備
考

処
理
年
月
日

処
理
結
果

（
延
長
・
廃
棄
）

常
用
・
個
人

の
区
分

媒
体
の
種
別

保
存
場
所

保
存
年
限

満
了
年
度

保
存
年
限

編
冊
年
度

行
政
文
書
フ
ァ
イ
ル
名

（
簿
冊
名
）

文
書
分
類

分
類
記
号

整
理
番
号

第
３
分
類

第
２
分
類

第
１
分
類



50 名古屋港管理組合公報 第５３４号 平成２６年４月１日

発行所 名古屋市港区港町１番１１号

名古屋港管理組合


